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１．わが国のトラック輸送の現在地

３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

本日お話すること

２．トラック輸送を取り巻く政策
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現在アーバンイノベーションコンサルティング部 プリンシパル

 運輸関連企業の事業戦略立案・実行支援
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 国内/国際物流改革（情報化戦略）

 サプライチェーン・ロジスティクス改革
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 中央大学国際経営学部 講師 国際ロジスティクス論

 ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸSCMコース 講師（日本ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｼｽﾃﾑ協会）

 ロジスティクス大賞ノミネート委員会委員（同上）

＜執筆＞
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 京浜港コンテナ高度化検討（国土交通省関東整備局、2015年度）

 SIPスマート物流サービスにおける 物流・商流データ基盤の設計方式の検討等業務（海上・港湾・
航空技術研究所、2019-2021年度）

 インド物流インフラ整備計画策定支援事業（国土交通省）

 荷主連携による物流高度化ガイドライン（経済産業省／民間団体）

 港湾計画（東京港、横浜港、名古屋港、大阪港、博多港）

 震災物流システムの構築（経済産業省）

 流通業務団地計画策定支援（自治体）

 地球温暖化対応コンサルティング
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 百貨店物流改革（百貨店）、物流ネットワーク見直し支援（小売業）

 電子タグを活用したコンテナ積載貨物の管理技術に関する調査研究（財務省）

 運輸関連企業等の事業戦略コンサルティング
 運輸企業に関わるM&A（運輸業、荷主企業）

 輸出戦略実行事業（農林水産省）

 宅配事業のアライアンスを活用した事業強化支援コンサルテーション（運輸業）

 国際物流の情報化戦略コンサルティング
 NEAL-NETの普及・拡大業務（国土交通省総合政策局、2211-2014年度）

 ＩＴと国際物流に関する懇談会（財務省）

自己紹介
野村総合研究所 アーバンイノベーションコンサルティング部
プリンシパル 森川 健
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人口減少が進展すると2030年で1.19億人、2040年で1.11億人、2050年で1.02億人
１．わが国のトラック輸送の現在地

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

1
94

7

1
95

0

1
95

3

1
95

6

1
95

9

1
96

2

1
96

5

1
96

8

1
97

1

1
97

4

1
97

7

1
98

0

1
98

3

1
98

6

1
98

9

1
99

2

1
99

5

1
99

8

2
00

1

2
00

4

2
00

7

2
01

0

2
01

3

2
01

6

2
01

9

2
02

2

2
02

5

2
02

8

2
03

1

2
03

4

2
03

7

2
04

0

2
04

3

2
04

6

2
04

9

2
05

2

2
05

5

2
05

8

2
06

1

2
06

4

人口合計 0-19歳 20-64歳 65-74歳 75歳以上

1982 2030
1987 2025

1967 2050

出所）人口問題研究所データからNRI作成

過去から将来の人口推移（千人）
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人口減少の中、GDPを年率１％で成⾧させるには１人当たりGDPが約２倍
１．わが国のトラック輸送の現在地

少子高齢化の影響は、経済発展にブレーキをかける可能性があり、GDPが2020年から年率1%
で成長すると仮定すると、1人当たりGDPの2020年を100とすると、労働力人口を20-64歳とする
と、2030年に119、2040年に152、2050年に190となる。仮に労働力人口を20-74歳としても、
2030年に122、2040年に146、2050年に185となる。

出所）人口問題研究所データ及び国民経済計算年報からNRI作成

将来の1人当たりGDPの推計

労働力人口① 労働力人口② GDP
1人当たりGDP

①
1人当たりGDP

②

千人 億円 千円 指数 千円 指数

2015 71,227 88,773 538,081 7,554 98 6,061 99
2020 68,412 85,884 528,179 7,721 100 6,150 100
2025 66,347 81,318 558,697 8,421 109 6,871 112
2030 63,716 77,991 587,196 9,216 119 7,529 122
2035 60,164 75,383 617,149 10,258 133 8,187 133
2040 55,426 72,240 648,629 11,703 152 8,979 146
2045 51,670 68,096 681,716 13,194 171 10,011 163
2050 48,730 62,965 716,490 14,703 190 11,379 185

注）労働力人口①：20-64歳人口
労働力人口②：20-74歳人口
GDPの将来値は2020年から年率1.0％で推計
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地域別の人口減少が進む中、その格差はますます拡大
１．わが国のトラック輸送の現在地

地域別の人口減少を2015年を100%としてみると、関東のみは2040年でも93.8%と90%代を維
持するものの他の地域は着実に減少していく。特に2040年には70%代や60%代となる地域が
登場している。これは物流マーケットとしても、消費地としても、20%減少、30%減少と影響は極
めて多大と考える。

出所）人口問題研究所データからNRI作成

将来の地域別人口（人）
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北海道 東北 関東 北陸 中部 関西 中国 四国 九州

2015年2020年2025年2030年2035年2040年2045年

北海道 100.0% 96.9% 93.2% 89.0% 84.5% 79.5% 74.4%

東北 100.0% 95.9% 91.1% 86.0% 80.6% 75.0% 69.0%

関東 100.0% 100.1% 99.4% 98.0% 96.1% 93.8% 91.3%

北陸 100.0% 96.6% 92.7% 88.5% 84.1% 69.4% 66.4%

中部 100.0% 98.5% 96.3% 93.6% 90.5% 87.2% 83.7%

関西 100.0% 98.4% 95.9% 92.8% 89.3% 85.6% 81.8%

中国 100.0% 97.9% 95.1% 92.1% 88.7% 85.1% 81.5%

四国 100.0% 96.2% 91.9% 87.5% 83.0% 78.2% 73.4%

九州 100.0% 98.3% 96.0% 93.2% 90.1% 86.7% 83.0%

将来の地域別人口（2015年を100%）
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わが国のトラック輸送のロードファクターは減少の一途
１．わが国のトラック輸送の現在地

トラックのロードファクター（輸送トンキロ÷能力トンキロ）は、2000年に営業用貨物の普通車（いわゆる大型
車）が51％だったものが、2021年には39％まで低下し、 2000年に営業用貨物の小型車が30％だったもの
が、2021年には21％まで低下している。この要因は多頻度少量化の進展と想定される。
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トラックのロードファクター（輸送トンキロ÷能力トンキロ）

営業用登録自動車 普通車 営業用登録自動車 小型車 営業用軽自動車 自家用 計

出所）自動車輸送統計年報よりNRI作成

注）2010年から統計の取得の定義が変更となり、連続していない。

自動車種別 ナンバープレート分類

営業用 普通車 緑地 1・10～19及び100～199

小型車 4・6・40～49・400～499・ 60～
69及び600～699

軽自動車 黒地

自家用 白地 上記+8・80～89及び800～899 
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売上高物流コスト比率は2015年の4.63を底に上昇
１．わが国のトラック輸送の現在地

日本ロジスティックスシステム協会が毎年調査している「物流コスト調査報告書」によると、売上高物流コスト
比率は2015年の4.63を底に上昇し、現状では5.7と1999年位の水準となっている。

売上高物流コスト比率の推移（全産業）

出所）日本ロジスティックスシステム協会「物流コスト調査報告書」
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営業損益が赤字で推移するトラック運送事業者
１．わが国のトラック輸送の現在地

全日本トラック協会は全国のトラック運送事業者約２千社の事業報告書に基づき集計、分析した「経営分析
報告書」（平成27-令和2年度）によると、2013-2020年度で、営業損益率が黒字化したので、2016年度のみ
で、それ以外はマイナスで推移している。
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出所）全日本トラック協会「経営分析報告書（概要版）」よりNRI作成
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トラック運送事業者の営業費用は4割が人件費
１．わが国のトラック輸送の現在地

 2020年度のトラック運送事業者の営業費用の内訳をみると、40％が人件費(除く一般管理費の人件費）であ
り、次いで燃料油脂費の12％となっている。

人件費の高騰がトラック運送事業者の経営に直結する構造となっている。

出所）全日本トラック協会「経営分析報告書（概要版）－令和2年度決算版－」より経済産業省作成

トラック運送事業の営業費用の内訳
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コロナ禍で改善されたものの、2.0で推移する貨物自動車運転者の有効求人倍率
１．わが国のトラック輸送の現在地

貨物自動車運転者の有効求人倍率は、2019年12月の3.04をピークに2020年8月まで減少したが、以降は
2.00前後で推移している。これはコロナ禍で人材が多くなったためと言われているが、全職業と比較すると
乖離がある。

貨物自動車運転者の有効求人倍率の推移
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高齢化するトラックドライバー
１．わが国のトラック輸送の現在地

トラックドライバーの平均年齢は全産業に比較して、営業用の普通・小型、大型とともに大きく上振れして推
移している。

平成20年と平成30年の10年間の年齢別のシェアの変化をみると29歳以下及び30-39歳のドライバーのシェ
アが減少しているのに対し、40歳以上のシェアが大きく上昇しており、高齢化が加速している。
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働き方改革関連各法律の施行期日等について
２．トラック輸送を取り巻く政策

トラック業界では、2024年度4月1日から時間外労働の上限規制（年960時間）の適用と改正改善基準告示
がスタートする。

法律・内容 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

労働基準法関連 時間外労働の上限規制
（年720時間）の適用
【一般測】

4月1日から

大企業に適
用

4月1日から

中小企業に
適用

時間外労働の上限規制
（年960時間）の適用
【自動車運転業務】

4月1日から
適用

改正改善基準告示
4月1日から

適用

月60時間超の時間外割増賃
金率引上げ（25％→50％）
の中小企業への適用

4月1日から
適用

年休5日取得義務化
4月1日から

適用

パートタイム労働
法・有期雇用労

働法

同一労働同一賃金 4月1日から

大企業に適
用

4月1日から

中小企業に
適用

労働者派遣法 〃
4月1日から

適用

8月29日

働き方改革
関連法

可決・成立
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トラック運送業界の働き方改革の実現に向けた課題への対応
２．トラック輸送を取り巻く政策

全ト協では働き方改革の実現に向けた課題への対応として以下を提示している。

 「働き方改革」の趣旨、「事業法改正」の背景を理解し、法改正の対応を「やらされる」でなく、事業者が「積極的に取り
組む」ことが求められている。

 事業者が荷主に対して荷待ち時間の削減等、労働環境の改善を申し入れるとともに、標準的な運賃への理解を求める
行動ができるよう取り組んて行く。

トラック運送業界における働き方改革の実現に向けた課題への対応



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 16

2024年問題は、ドライバーの労働時間に着眼されているが、実は複合的な政策
２．トラック輸送を取り巻く政策

 2016年から貨物自動車運送事業の是正に向けて貨物自動車運送事業者に対して様々な政策を実施してお
り、これらは「アメ」と「ムチ」で整理できる。

 「貨物自動車運送事業法」と「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」によって政策を
推進。

アメ ムチ

運賃の向上
貨物自動車運送事業法（時限立法）

 標準的な運賃の告示制度の導入

労働時間の是正
働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する
法律

 自動車運送事業における時間外労働規制の
見直し

荷主を巻き込んだ効率化
貨物自動車運送事業法

 荷主の配慮義務の新設
 荷主勧告制度（既存）の強化

 国土交通大臣による荷主へ
の働きかけ等の規定の新設

コンプライアンス強化
貨物自動車運送事業法

 規制の適正
• 欠格期間の延長等
• 許可の際の基準の明確化
• 約款の認可基準の明確化

 事業者が遵守すべき事項
• 輸送の安全に係る義務の明確化
• 事業の適確な遂行のための遵守義務の新設
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万円

ドライバーの需給バランスを改善するために労働時間と賃金是正を目指す
２．トラック輸送を取り巻く政策

①労働時間 全職業平均より大型トラック運転者で
432時間（月36時間）長く、中小型ト
ラック運転者で384時間（月32時間）
長い。

全産業平均より大型トラック運転者で
約5%低く、中小型トラック運者で約
12%低い。

②年間賃金

自動車運送事業における時間外労
働規制の見直し

標準的な運賃の告示制度の導入
2020年度

2,148 2,136 2,124 2,124 2,124 2,124 

2,580 
2,616 2,640 

2,592 2,616 2,604 

2,568 
2,520 

2,592 2,580 2,580 
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2,400

2,600

2,800

23年 24年 25年 26年 27年 28年

年間労働時間の推移

年間労働時間（全産業） 年間労働時間（大型トラック）

年間労働時間（中小型トラック）

時間
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コンプラ強化と荷主の協力を要請
２．トラック輸送を取り巻く政策

③コンプライアンス強化

④荷主対策の深度化

コンプライアンス強化 荷主を巻き込んだ効率化

① 欠格期間の延長等

② 許可の際の基準の明確化

③ 約款の認可基準の明確化

１規制の適正化

① 輸送の安全に係る義務の明確化

事業用自動車の定期的な点検・整備の実施 等

② 事業の適確な遂行のための遵守義務の新設

２事業者が遵守すべき事項の明確化

法令に違反した者等の参入の厳格化
・ 欠格期間の延長（２年⇒５年）

・ 処分逃れのため自主廃業を行った者の参入制限

・ 密接関係者（親会社等）が許可の取消処分を受けた者の参入制限 等

・ 安全性確保（車両の点検・整備の確実な実施等）

・ 事業の継続遂行のための計画（十分な広さの車庫等）

・ 事業の継続遂行のための経済的基礎（資金） 等

以下について、適切な計画・能力を有する旨を要件として明確化

荷待時間、追加的な附帯業務等の見える化を図り、対価を伴わない役務の

発生を防ぐために基準を明確化 → 原則として運賃と料金とを分別して

収受 ＝ 「運賃」：運送の対価 「料金」：運送以外のサービス等

・ 車庫の整備・管理

・ 健康保険法等により納付義務を負う保険料等の納付

（許可後、継続的なルール遵守）

【平成35年度末までの時限措置】

(1) トラック事業者の違反原因となるおそれのある行為を荷主がしてい
る疑いがある場合

① 国土交通大臣が関係行政機関の長と、当該荷主の情報を共有

② 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、荷主の理解を得る
ための働きかけ

(2) 荷主への疑いに相当な理由がある場合

→ 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、要請

(3) 要請をしてもなお改善されない場合

→ 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、勧告＋公表

荷主の行為が独占禁止法違反の疑いがある場合
→ 公正取引委員会への通知

① 荷主の配慮義務の新設
トラック事業者が法令遵守できるよう、荷主の配慮義務を設ける

・ 制度の対象に、貨物軽自動車運送事業者を追加

・ 荷主勧告を行った場合には、当該荷主の公表を行う旨を明記

③ 国土交通大臣による荷主への働きかけ等の規定の新設

② 荷主勧告制度（既存）の強化

トラック事業者の努力だけでは働き方改革・法令遵守を進めることは困

難 （例：過労運転、過積載等）

→ 荷主の理解・協力のもとで働き方改革 ・法令遵守を進めることがで

きるよう、以下の改正を実施

※「荷主」には元請事業者も含まれる。
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全ト協では2024年問題に向けてトラック運送事業者が行う取り組みを整理
２．トラック輸送を取り巻く政策

全日本トラック協会では2024年問題に向けてトラック運送事業者が行う取り組み以下の通り整理している。

トラック運送事業者が行う取り組み
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2024年の法令施行に合わせてトラック事業者の労働時間管理が課題
２．トラック輸送を取り巻く政策

 2024年4月から貨物自動車運転者の時間外労働時間の960時間の上限規制が始まる。これに応じて荷主
は時間外労働に対して50%以上の割増賃金率で支払う必要がある。

トラックドライバーの労働時間の削減の影響（１）
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時間外労働時間に対して単価が増大
２．トラック輸送を取り巻く政策

荷主は割増賃金を支払う必要がある。

トラックドライバーの労働時間の削減の影響（２）
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荷主の「改善基準告示」の認知度は低い
２．トラック輸送を取り巻く政策

荷主に対して、改善基準告示の認知度について質問したところ、「存在も内容も知らない」が50.5%「存在は
知っているが、内容まで知らない」が33.0%で、回答の8割を占めている。

今後、荷主に対して改善基準告示の啓発活動が更に重要である。
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厚生労働省でも国土交通省と連携し、荷主企業に厳しく対応する体制を構築
２．トラック輸送を取り巻く政策

厚生労働省の労働基準監督署では荷主対策として以下を新たに要請

 荷主企業に対し、労働基準監督署から配慮を要請
（要請の内容） 長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させないよう努めること。

運送業務の発注担当者に改善基準告示を周知すること。

 対象企業選定にあたり、省内HPや立入調査時に収集した情報を活用⇒国土交通省にも情報提供

労働基準監督署による荷主向けの新たな要請による情報収集
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国土交通省では2024年問題に向けてトラック運送事業者が荷主求めることを整理
２．トラック輸送を取り巻く政策

トラック運送事業者が荷主求めること
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公正取引委員会では荷主と物流事業者との取引に関する調査を実施
２．トラック輸送を取り巻く政策

 2022年5月25日に公正取引委員会が「荷主と物流事業者との取引に関する調査結果」を発表した。

 書面調査（荷主30,000名（回収数11,481名）、物流事業者40,000名（回収数18,685名）を実施。その結果を踏まえ、労
務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分の転嫁拒否が疑われる事案について、荷主19名に対する立入調査を実
施。これらの結果を踏まえ、荷主641名に対し、具体的な懸念事項を明示した文書を送付。

不当な給付内容の変更及びやり直し 351件 47.6%

代金の支払遅延 161件 21.8%

代金の減額 92件 12.5%

不当な経済上の利益の提供要請 44件 6.0%

割引困難手形の交付 38件 5.2%

買いたたき 26件 3.5%

報復措置 21件 2.8%

その他 4件 0.5%

合計 737件 100%

製造業

280名 43.7%
食料品製造業 35名 5.5%
生産用機械器具製造業 31名 4.8%
化学工業 30名 4.7%
金属製品製造業 20名 3.1%
電気機械器具製造業 15名 2.3%
輸送用機械器具製造業 15名 2.3%
その他 134名 20.9%

卸売業、
小売業

220名 34.3%
建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 60名 9.4%
機械器具卸売業 46名 7.2%
その他の卸売業 30名 4.7%
飲食料品卸売業 27名 4.2%
その他 57名 8.9%

その他

141名 22.0%
協同組合 68名 10.6%
総合工事業 21名 3.3%
その他 52名 8.1%

合計 641名 100%
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⾧期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）における省エネ目標
２．トラック輸送を取り巻く政策

エネルギーミックスは、1.7％の経済成長を前提として想定した2030年度の最終エネルギー需要
に対し、徹底した省エネ対策を実施することで、そこから5030万kl程度の削減を見込んでいる。

CO2は1.88億t削減に相当(2013年度比▲15.2％)、温対計画全体では、3.08億tの削減（同▲25％）

出所）2050年カーボンニュートラルの実現に向けた需要側の取組（資源エネルギー庁
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運輸部門は18の対策により▲1,607万kl （CO2▲0.46億t）【2019年度進捗率：35.0％】
２．トラック輸送を取り巻く政策

運輸部門は、航空や鉄道等の効率改善に係る進捗が良い対策が多い一方で、対策の6割を占
める次世代自動車の普及の加速化が必要。

出所）2050年カーボンニュートラルの実現に向けた需要側の取組（資源エネルギー庁
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地球温暖化対策計画の改定（令和３年10月22日閣議決定）運輸では▲35%
２．トラック輸送を取り巻く政策

地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画
「2050年カーボンニュートラル」宣言、2030年度に46％削減目標※等の実現に向け、計画を改定
※我が国の中期目標として、2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46%削減することを目指す。さらに50％の高みに向け、挑戦を続けていく。

運輸部門では2030年度に35％削減が目標となっている。
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総合物流施策大綱（2021年度～2025年度） 概要
２．トラック輸送を取り巻く政策

出所）総合物流施策大綱より抜粋
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総合物流施策大綱：ポイント（１）
２．トラック輸送を取り巻く政策

出所）総合物流施策大綱より抜粋

１：物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェー
ン全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流）

２：労働力不足対策と物流構造改革の推進
（担い手にやさしい物流）
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総合物流施策大綱：ポイント（２）
２．トラック輸送を取り巻く政策

出所）総合物流施策大綱より抜粋

２：労働力不足対策と物流構造改革の推進
（担い手にやさしい物流）

３：強靱性と持続可能性を確保した物流ネットワー
クの構築（強くてしなやかな物流）
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総合物流施策大綱：ポイント（３）
２．トラック輸送を取り巻く政策

出所）総合物流施策大綱より抜粋

３：強靱性と持続可能性を確保した物流ネットワークの構築（強くてしなやかな物流）
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１．わが国のトラック輸送の現在地

３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

２．トラック輸送を取り巻く政策
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SIPスマート物流サービスの研究開発概要
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

メーカーDB メーカーDB 小売DB 小売DB

小売DB

非効率なサプライチェーン

データ未連携メーカーDB データ未連携

課題 卸DB 卸DB

卸DB

「ＳＩＰスマート物流サービス」

物流・商流データ基盤

研究開発

研究開発項目（B）

研究開発項目（A）

作業生産性
向上

トラック
積載率向上 在庫量削減 トレーシング

強化

省力化・自動化に
資する自動データ
収集技術の開発

重量・採寸情報等

作業情報等

荷台情報等

データ連携 データ連携 データ連携

目標

生産性向上

物流・商流
データ基盤の構築

サプライチェーンの上流から下流ま
でを繋いだ高度なデータ連携による
物流効率化。

データの標準化

要素基礎技術開発

プロトタイプモデル実装

目指す世界 Society5.0の具現化
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実証実験を踏まえて標準化内容を洗練化し、スマート物流サービス参画のメリットを明確化
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

標準化のステップ
1.プロセス標準、メッセージ標準、マスタ標準の素案を作成

• 物流XML/EDI標準をベースに素案を作成
• グローバルユニークとなるコード体系を適用

2.各標準について、PoC事業者から意見を聴取
• プロセス標準、メッセージ標準、マスタ標準について意見
交換を実施

• 各PoCの実施を踏まえて洗練化
3.標準化案について、物流情報標準化検討委員会にて審議
4.意見公募の実施

重視する標準
 グローバルにユニークとなるコード体系を優先（メッセージも
参考に）

 物流分野における国内標準を優先

 商取引における国内標準を重視

物流業務プロセス標準
（物流業務プロセスの標準化）

運送計画や集荷、入出庫、配達といった物流プロセスの流れやルールを定義する。
PoC事業者が物流革新の実証実験を行った新プロセスを反映したプロセスとする。

物流メッセージ標準
（物流標準メッセージレイアウト）

運送計画情報や出荷情報、運送依頼情報といったメッセージを定義する。
社会実装においてデータ基盤を利用する際のデータ表現となる。

物流共有マスタ標準
（物流共有マスタ標準）

SIPスマート物流サービスの物流・商流データ基盤において、各々の業界PF（業界ごと
の利用モデル）が共通で利用できるマスタを定義する。

対象となる標準
 社会実装の際には、SIPスマート物流サービスに参画する全ての事業者・関係者は、標準化内容（物流XML/EDI標準を含
む）に準拠することにより、物流革新の実現を目指す。本件で定める標準化内容は、以下のとおり。なお、標準化対象にお
いて個人情報は取り扱わないことを原則とする。

 UN/CEFACT
 ISO
 GS1

 物流XML/EDI標準（日本物流団体連合会）

 流通BMS（流通BMS協議会）
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情報システムに関する課題を物流情報標準ガイドラインに準拠することで解決（物流事業者)
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

運送事業者・倉庫事業者

Before システム構築のための初期投資は金銭的負荷が大きい。

After 将来的には物流情報標準ガイドラインに準拠したシステムは汎用的にな
るため、より低価格になると想定される。

運送事業者・倉庫事業者

Before 各荷送人・荷受人別に対応が必要であることから、ランニングコストも大
きく、投資を決めきれない。

After 物流情報標準ガイドラインに沿った事業者が増えることで、物流情報標
準ガイドラインに準拠するシステムを1つ構築するだけでよくなり、ランニ
ングコストが軽減される。

物流サービス提供者（SP）・運送事業者・倉庫事業者

Before 用語の突合や項目の過不足などを調整し、各荷送人・荷受人に最適な
システム構築を都度行う必要がある。時間的・金銭的コストが大きい。

After 物流情報標準ガイドラインに沿った事業者が増えることで、それら個別
調整の必要な部分が減少し、個社最適なシステム構築が不要となる。

物流サービス提供者（SP）・運送事業者・倉庫事業者

Before システム未導入企業の介在やシステム未導入フローの発生により、効
果が低減する。また、各社のフォーマットが異なるためにデータを活用し
たサービス等の提供ができない。

After データの統一化が図られ、共同輸送や共同保管等、物流業務の効率化
に資する施策を開始することが可能となる。

初期投資のための投資
余力がない

ランニングコストが嵩む

人件費含むランニング
コストが嵩む

効果が見えない/少ない

データ項目、コードの整
合性がとれない情

報
シ
ス
テ
ム
導
入
済
み

情
報
シ
ス
テ
ム
未
導
入

解決すべき課題 主体別の効果
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情報システムに関する課題を物流情報標準ガイドラインに準拠することで解決（荷主）
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

初期投資のための投資
余力がない

ランニングコストが嵩む

人件費含むランニング
コストが嵩む

効果が見えない/少ない

荷送人・荷受人

Before システムに対応できない物流事業者・倉庫事業者とは電子メールや
FAXでやり取りを行っており、人的負荷が高い。

After システム構築を促すことで、荷送人・荷受人ともに負荷軽減となる。そ
の際、物流情報標準ガイドラインに準拠したシステムを推奨すること
が物流事業者等の負荷軽減にもつながり、システム導入の推進につ
ながる。

荷送人・荷受人

Before トラブル発生時の対応は、都度物流事業者等に個別対応を依頼する
こととなる。

After 物流情報標準ガイドラインに沿った対応は物流事業者等の負荷も低く、
迅速な対応につながり、システム関連のコストも下がる。

荷送人・荷受人

Before 荷送人・荷受人は個社最適なシステムの利用を物流事業者・倉庫事
業者に要求してきた。物流業界全体の担い手減少が想定される今後、
システム構築・維持の金銭的負荷やデータ項目入力の負荷が高い荷
送人・荷受人は、物流の担い手確保が難しくなる可能性がある。

After 物流事業者等は物流情報標準ガイドライン対応のシステムを構築して
おり、それらに準拠している事業者を優先的に対応しうる。また、SPの

提供する共同輸送や共同保管等の応用的なサービスの活用も可能と
なり、物流業務の最適化につながる。

情
報
シ
ス
テ
ム
導
入
済
み

情
報
シ
ス
テ
ム
未
導
入

解決すべき課題 主体別の効果
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萌芽事例：日帰りネットワークの形成（中継輸送）
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

 取組の背景

 ドライバー不足、特に長距離輸送の担い手がいない

 石化業界の小口化に対応した新たなネットワークが必要

 取組の内容

 貨物は長距離輸送でも、ドライバーは日帰りとなるネットワー
クを形成

出所）トラック運送における生産性向上方策に関する手引き（国土交通省）

 取組の成果

 ストックポイントの在庫品についてリードタイムが減少

 1社から6社まで対象メーカーが拡大することで納品車両が減
少⇒積載率向上

 主な課題と対策

 長距離輸送が今後に課題になることから大手メーカーを巻き
込む

 長距離ドライバーが不要なネットワークを設計

 ネットワークが形成されると他の荷主の営業をかけて貨物量
を拡大
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萌芽事例：店舗との連携によるドライバーの負担軽減
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

 取組の背景

 店舗での回収容器の整理作業やその後のセンターでの仕分
けが負担

 取組の内容

 センターでの効率的な降ろしと仕分けのために店舗で容器整
理を改善

出所）トラック運送における生産性向上方策に関する手引き（国土交通省）

 取組の成果

 4t車のセンターにおける容器整理時間が約50%削減

 作業時間を30～45分短縮

 主な課題と対策

 荷主との問題意識の共有と連携の仕組み作り

 取組の作業手順の周知
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萌芽事例：ラウンド輸送による積載率の向上
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

 取組の背景

 印刷センターから販売店への新聞紙輸送は片荷となるため、
実車率が上がらない

 取組の内容

 着荷主のトラックを活用することで実車率の向上を図る「ラウ
ンド輸送」

出所）トラック運送における生産性向上方策に関する手引き（国土交通省）

 取組の成果

 ラウンド輸送に使用する車両の実車率が53%から91%に向
上

 新聞用紙の安定供給体制の強化やエコ輸送が実現

 主な課題と対策

 異なる納品先への輸送について、納品条件の調整が必要

 巻取紙を積載するために車両を改良

 巻取紙の荷役のために荷役機器のアタッチメントを開発

 少量からスタートして拡大
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萌芽事例：持続可能な食品物流のプラットフォームの構築（F-LINE）
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

 取組の背景

 商品単価が相対的に低い食品物流において求められる積載
率の向上

 取組の内容

 F-LINE (Food Logistics Intelligent Network)という理念の共
有によるプラットフォーム形成

 取組の成果

 荷口集約効果(大型車構成比)...約41%から52%へ上昇

 荷口集約効果(平均積載効率)...約79%から86%へ上昇

 荷口集約効果(配送件数)...約16%減

出所）トラック運送における生産性向上方策に関する手引き（国土交通省）

 取組の成果（つづき）

 CO2削減量...約47トン減

 CO2削減比率...約16%減

 6社のF-LINE伝票の統一化

 主な課題と対策

 業界におけるサプライチェーン全体の発展

 物流の共同化において、間接コスト(横待ち費用など)を抑制し
た、膨大な物量への対応
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萌芽事例：農産品の共同配送
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

 取組の背景

 農産物の小ロット化に対応するため積載率向上が求められる

 取組の内容

 複数の農家で構成される九州内の生産者と協業し、首都圏4
流通団体向け共同輸送を実現

 取組の成果（つづき）

 ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰの交代で最大3時間30分の時短

 クレームが激減し対応時間が減少

出所）トラック運送における生産性向上方策に関する手引き（国土交通省）

 取組の成果（つづき）

 産地こだわり商品を翌々日セリに間に合わせてかつ法令順
守を達成

 主な課題と対策

 各生産者からの出荷小ロットでも成り立つような仕組みを構
築

 ドライバーの労務規定を遵守と生鮮食品の品質維持の両立
のため中継地点を設定

 首都圏の4流通団体の重複しがちな納品時間を調整
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萌芽事例：荷主とトラック運送事業者による共通KPIの活用
３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

 取組の背景

 労働力不足への対応と、見える化の必要性

 取組の内容

 情報システムを導入し、業務の効率化、見える化を実現

 トラック運送事業者の生産性向上に三者が一体となって取り
組むスキームを構築

出所）トラック運送における生産性向上方策に関する手引き（国土交通省）

 取組の成果（つづき）

 積載率が4%～10%向上

 省ｴﾈﾙｷﾞｰ化：CO2排出量を5～11% 削減

 主な課題と対策

 KPIの共有と周知徹底

 異なる荷主の輸送申込みを瞬時に取り込む変換ツールの開
発
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１．わが国のトラック輸送の現在地

３．トラック輸送の効率化に向けた萌芽

４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

２．トラック輸送を取り巻く政策
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今後も持続可能なトラック輸送を達成するには荷主とトラック運送事業者との協働が必要
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

コンプライアンスの達成

 契約内容の書面化

 一方的に低い運賃・料金で運送委託等

 附帯業務に対して料金の支払い

 有料道路の料金の負担

 追加運賃・料金の負担

 燃料費・人件費の料上昇分の負担

 荷待ち時間への対策の放置

 労働時間を守れない運送を強要

トラック輸送の生産性向上

 トラックの実働率の向上

 トラックの時間当たり実車率の向上

 トラックの距離当たり実車率の向上

 トラックの積載率の向上

 その他
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コンプライアンスの達成向けたチェックポイント（１）
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

契約内容の書面化できていますか？

 「トラック運送業における書面化推進ガイドライン」では運送契約に際して、運送日時、附帯業務の内容、
運賃・料金の額等の必要事項について書面で共有することをルール化しています。

運送事業者が再委託する場合には、必要事項を全て記載した書面を交付しないことは下請法に違反す
るおそれがあります。

附帯作業を含む業務内容・運賃等の重要事項が口約束となっていませんか。

契約書を保存していますか。

一方的に低い運賃・料金で運送委託等を行っていませんか？

運送委託者が運送事業者との十分な協議なしに通常支払われる運賃・料金より著しく低い運賃・料金
を不当に定めることは、下請法・独占禁止法に違反するおそれがあります。

運賃・料金の設定に際して、運送事業者と十分に協議していますか。

運送委託者の事情のみで運賃・料金の引き下げ要請をしていませんか。

有料道路の料金を負担していますか？

運送委託者が有料道路の利用を前提とした運送を依頼しながら、有料道路利用料金の負担を拒むこと
は、下請法・独占禁止法に違反するおそれがあります。

有料道路の利用を前提とした運送を依頼した際、有料道路利用料金の負担を拒んでいませんか。
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コンプライアンスの達成向けたチェックポイント（２）
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

附帯業務に対して料金を支払っていますか？

運送委託者が契約にはない役務を無償で運送事業者に提供させることは、下請法・独占禁止法に違反
するおそれがあります。

契約にない附帯業務を無償で要求していませんか。

運送以外の附帯業務に対して、適切な対価を支払っていますか。

追加運賃・料金の負担を拒んでいませんか？

運送委託者の都合で契約内容を変更し追加費用が生じたにもかかわらず、費用負担をしないことは、
下請法・独占禁止法に違反するおそれがあります。

当初依頼した条件を超えた荷物量の費用負担を拒んでいませんか。

出発地・到着地の急な変更により、追加の費用が生じるにもかかわらず、運賃・料金の負担を拒ん
でいませんか。

燃料費・人件費の料上昇分の負担を拒んでいませんか？

運送委託者が運送事業者から燃料費・人件費の上昇コストを運賃・料金に反映することを求められたに
もかかわらず、運賃を不当に据え置くことは、下請法・独占禁止法に違反するおそれがあります。

燃料費・人件費の上昇を踏まえた運賃・料金の見直しの協議を拒んでいませんか。

燃料サーチャージの導入要請があったにもかかわらず、協議を拒んでいませんか。
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コンプライアンスの達成向けたチェックポイント（３）
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

荷待ち時間への対策を放置していませんか？

運送委託者の都合により、荷待ち時間が生じるなど、労働時間等のルールを守れなくなる行為が見受
けるられる場合には、荷主勧告の対象となる恐れがあります。

また、運送委託者が出発時間を指定したにもかかわらず、運送委託者の都合により荷待ち時間が生じ、
必要経費を支払わない場合には、下請法・独占禁止法に違反するおそれがあります。

運送委託者の都合による荷待ち時間の実態を把握し、対策をとっていますか。

運送委託者の都合により生じた荷待ち時間による追加費用（人件費等）の負担を拒んでいません
か。

労働時間を守れない運送を強要していませんか？

運送委託者の指示により運送事業者が労働時間のルールを守れなくなった場合などには荷主勧告の
対象となるおそれがあります。

運転者の労働時間のルールを守れないような運送依頼をしていませんか。

出発時間を遅らせるなど、運送事業者の法令順守を阻害していませんか。
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貨物減少時代の取組としてトラック輸送の生産性向上が必要
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

貨物が減少する中、トラック輸送の効率化が必須となり、実働率、時間当たりの実車率、距離当
たりの実車率、積載率を向上させることが、大命題であり荷主とトラック事業者による一体的な
取組が必要である。

トラック輸送の生産性向上のKPI

出所）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」（国土交通省）
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トラック輸送の生産性向上に向けたアクションのステップ
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

ボトルネックの可視化

 問題解決には企業単位でなく、サプライチェーン全体での可視化を実施する。特に時間などの定量的なKPIを計測する
ことで問題の大きさを分かり易く説明可能とする。

 DXをフル活用し、可能であればリアルタイムで人・もの（燃料消費）・金・情報の可視化を実現し、持続可能なロジスティ
クスや物流を目指す。

ボトルネック改善施策の検討

 判明したボトルネックに対して改善施策を検討する。KPIを計測することで、より効果が得られる施策を検討する。

関係者との調整

 施策を実施するために関係者との調整を実施する。この時に現状と、施策実施後のKPIを示すことで施策を必要性を
説明する。

施策の実証・実装（PDCAサイクル）

 施策の難易度に応じて、範囲限定や関係者限定で実証を実施し、その上でPDCAを検討した上で本格実装することで、
リスクを最小限に実現していく。
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実働率の向上：中継輸送の実施によるコンプライアンスの達成
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

特に長距離輸送を中心とした労働時間の問題を解決するためには、中継ネットワークを形成す
ることで、トラックドライバーの負担軽減（日帰り圏での勤務）、長距離トラックドライバーの不足の
緩和、トラックの実働率の向上（積載率や実車率〈距離あたり〉の向上にも寄与）を図る。

出所）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」（国土交通省）
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距離当たり実車率の向上：トラックの貨物積卸の時間削減
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

距離当たり実車率の向上には、本来業務である「運送」に集中可能となるようにトラックの貨物
積卸で生じる時間の短縮が有効である。

出所）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」（国土交通省）
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距離当たり実車率の向上：積卸・附帯業務の時間削減
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

荷役、検品、附帯業務等を効率化し、本来業務である運送に注力することで、積卸や附帯業務
により生じるトラックドライバーの負担軽減や、トラックの実車率（時間あたり）の向上が可能とな
る。

出所）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」（国土交通省）
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距離当たり実車率の向上：荷待ち時間の削減
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

本来業務である運送に注力可能となるように、価値を生み出さない荷待ち時間の削減で、長時
間の荷待ち時間により生じるドライバーの負担の軽減や、荷待ち時間が読めないことによる非効
率な配車の改善を図る。

出所）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」（国土交通省）
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時間当たり実車率の向上：トラックの貨物積卸時の時間削減
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

帰り荷がない場合に、往復マッチングなどを活用して輸送コストの低減や、実車率（距離あたり）
の向上を図る。

出所）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」（国土交通省）
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積載率の向上：共同輸送の推進、受注条件の見直し 等
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

多頻度少量の運送ニーズの拡大や人口減少に伴う積載率の低下に対して、複数荷主の共同配
送や、物流拠点の共同化、配送先へ納品時間の設定や、発注単位のルール化、商品の積み合
わせなどを実施し、空き容量、空き重量の削減による積載率の向上や、多品種少量商品の配送
の効率化を図る。

出所）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」（国土交通省）
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その他：指標（KPI）設定し、モニタリング、PDCAの実施 等
４．持続的なトラック輸送の実現に向けた今後の方向性

荷主とトラック運送事業者の相互の協力が不可欠であり、明確な指標（KPI）を設定し、モニタリ
ングすることで、現状の共有やPDCAの実施し、荷主とトラック運送事業者が運送状況について
確認し、改善を図ることで、荷主とトラック運送事業者の認識のずれや、事業の改善に向けた道
筋の共有が可能となる。

出所）「トラック運送における生産性向上方策に関する手引き」（国土交通省）
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様々な調査結果やガイドラインを参考にアクションを起こしましょう！
参考資料

トラック運送業の生産性向上に向けて
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000031.html
トラック運送における生産性向上方策に関する手引き
原価計算の活用に向けて
 10業種の業種ごとの調査結果報告書

標準貨物自動車運送約款等の改正について
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr4_000020.html
トラック運送サービスを持続的に提供可能とするためのガイドライン
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000041.html
トラック輸送適正取引推進パートナーシップ会議
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000011.html
トラック輸送適正取引推進相談窓口
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000004.html
「SIPスマート物流サービス」では「物流情報標準ガイドライン」を定義し、現在、Ver.2.0を発行。
https://www.pari.go.jp/sip/research/standard%202110.html



連絡先：t-morikawa@nri.co.jp



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和４年１2月５日

「運輸と観光で九州の元気を創ります」

荷主とトラック事業者の共創セミナー

トラック運送事業者に係る国土交通省の取組について
~持続可能なトラック輸送の確保に向けて~

九州運輸局 大分運輸支局

資料２



本日お話したい内容

１．貨物運送事業法の改正

１－１ トラック輸送における「標準的な運賃」の告示

１－２ 「荷主勧告制度」の拡充

2．「ホワイト物流」推進運動

3．「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の
改善に向けたガイドライン」
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１．貨物運送事業法の改正

１．貨物運送事業法の改正

１－１ トラック輸送における「標準的な運賃」の告示

１－２ 「荷主勧告制度」の拡充

2．「ホワイト物流」推進運動

3．「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の
改善に向けたガイドライン」

2



１．貨物自動車運送事業法の改正【概要】

平成30年12月 「貨物自動車運送事業法」 改正

緊急に労働条件を改善する必要があること等に鑑み、以下の措置を講じた。

・欠格期間の延長
・許可の際の基準の明確化
・約款の認可基準の明確化

1. 規制の適正化1

・事業用自動車の定期的な点検・
設備の実施等

・車庫の整備・管理
・健康保険等により納付義務を負う
保険 料等の納付

事業者が遵守すべき
事項の明確化

2
「標準的な運賃」の告示制度導入4.

貨物自動車運送事業法 附則第１条の３第１項
令和６年３月 31 日までの間、「国土交通大臣は、事業用自動車の運転者の労働条件を改善するとともに、一般貨物自動車運送事
業の健全な運営を確保し、及びその担う貨物流通の機能の維持向上を図るため、一般貨物自動車運送事業の能率的な経営の下にお

ける適正な原価及び適正な利潤を基準として、標準的な運賃を定めることができる。」

・運転者の労働条件を改善し持続的に事業を運営

するための参考指標として、「標準的な運賃」の

告示制度を導入
・トラック事業者が告示を参考に設定した運賃の届出
を促すことで、荷主との運賃交渉の促進を図る。

・荷主の配慮義務の新設
・荷主勧告制度（既存）の拡充

・国土交通大臣による荷主への働きかけ

荷主の理解・協力を得て、トラックドライバーの働き方
改革・法令遵守を進められるようにするための改正

3.  荷主対策の深度化3.
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・事業規模の小さなトラック運送事業者が個別に原価計算を行うことは難しい。交渉力も弱い。
・結果として、必要なコストに見合った対価が収受できず、法令遵守しながらの持続的運営が困難
・トラックドライバーの処遇改善を実現するには、運賃を上げることが必要

＜国土交通省＞

・全国のトラック事業者の原価データの集計

・適正な原価等の算出に係る作業 等

・策定案を運輸審議会へ諮問 → 答申

◆平成29年 8月 「標準貨物自動車運送約款」 改正

・運送料金として含まれていた「運賃」と「料金」（運送以外の役務）を区別
→荷主は、運送状に区別して記載する必要
→運送会社は、運送付帯業務・積込み・取卸し・荷待ち時間などのサービスを料金として請求できる

・利用者にとっても、料金が明確になり運賃総額の比較がやりやすく

◆平成30年12月 「標準的な運賃」の告示制度 導入

1-1① 「標準的な運賃」 導入の背景

コストの
明確化

働き方改革に対応した労働環境（賃金・労働時間等）を整え、
トラックドライバー不足を解消（安定した輸送力を確保）し、

トラック運送事業者が法令を遵守して持続的に事業を行っていくために必要な

参考となる運賃を国が示す

令和2年4月

「標準的な運賃」

告示

変動費 固定費
利潤＋

＋「標準的な運賃」
割増料
・諸料金＋＝

原価

別途収受
4



1-1②「標準的な運賃」の考え方

「標準的な運賃」の

適正な原価・利潤の確保の考え方

変動費 固定費
適正な利潤

＋
＋「標準的な運賃」 ＋＝

適正な原価

・原価調査結果を基に、年間・車両１両あたりの原価計算を行った

適
正
な
原
価

変
動
費

運行費
（燃料費・タイヤ費等）

⇒ 実勢原価を使用

ドライバー人件費
（時間外労働分） ⇒ ドライバーの労働条件改善のため、

全産業平均の時間（2,086時間）
あたりの単価を基準

固
定
費

ドライバー人件費
（所定内労働、福利費等）

車両費
⇒ 環境性能や安全基準の向上を踏まえた、

適正な車両への設備投資等ができるよう、
償却年数は５年で設定

間接費
（一般管理費等）

⇒ トラック運送事業の平均値を使用

その他費用
（任意保険料、関係諸税、借入金利
息）

⇒ 実勢原価を使用

・帰り荷の取扱い：実車率50％の前提で算出

・元請け・下請けの関係：実運送にかかる原価等を基準に算出

適正な
利潤

自己資本に対する適正な利潤
（1台/年あたり）

⇒ 固定費・変動費に対し、
利益率が約2.7%となるよう計算

「適正な原価」
＋

「適正な利潤」

「1キロあたり
変動費」

（固定費合計）
÷年間労働時間

（約 2,086 H）

1運行あたりの
「標準的な運賃」

割増料
・諸料金

別途収受

▼年間・車両１両あたりの原価計算

※100円/L

「１時間あたり
固定費」

（各変動費）
1km あたり

の変動費を算出

割り戻し
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1-1③標準的な運賃 【距離制運賃表：九州運輸局】

車種別
キロ程

小型車
2tクラス

中型車
4tクラス

大型車
10tクラス

トレーラー
20tクラス

10km 12,370 14,370 18,430 23,040

20km 13,890(137.4%) 16,160(135.9%) 20,870(115.0%) 26,230(98.3%)

30km 15,410 17,960 23,320 29,410

40km 16,930 19,750 25,760 32,600

50km 18,460 21,550 28,210 35,790

60km 19,980(120.0%) 23,340(118.7%) 30,650(102.3%) 38,980(90.1%)

70km 21,500 25,130 33,090 42,160

80km 23,020 26,930 35,540 45,350

90km 24,540 28,720 37,980 48,540

100km 26,070(112.5%) 30,520(111.3%) 40,430(97.4%) 51,720(87.1%)

110km 27,580 32,280 42,790 54,800

120km 29,100 34,050 45,160 57,880

130km 30,620 35,820 47,520 60,960

140km 32,140 37,580 49,890 64,030

150km 33,660(119.2%) 39,350(117.5%) 52,260(102.9%) 67,110(91.3%)

160km 35,180 41,120 54,620 70,190

170km 36,700 42,880 56,990 73,260

180km 38,210 44,650 59,360 76,340

190km 39,730 46,410 61,720 79,420

200km 41,250(123.9%) 48,180(121.8%) 64,090(106.7%) 82,500(93.7%)

3,020 3,500 4,660 6,050

7,560 8,750 11,650 15,140

（単位：円）

※赤字の数値は、
平成11年公示運賃（上限と下限
の中間額）に対する比率

200kmを超えて500kmまで
20kmを増すごとに加算する金額

500kmを超えて50kmを増すごとに
加算する金額

距離制運賃表 九州
Ⅰ 距離制運賃表

6



1-1④標準的な運賃 【時間制運賃表：九州】

時間制運賃表（九州部分抜粋）

基礎走行距離
車両の走行速度の実態等を勘案し上限設定
・８時間制：小型車100km、小型車以外は130km
・４時間制：小型車50km、小型車以外は60km

Ⅱ 時間制運賃表

種別
車別

局別
小型車
2tクラス

中型車
4tクラス

大型車
10tクラス

トレーラー
20tクラス

基
礎
額

8

時
間
制

基礎走行キロ
小型車は100km
小型車以外のもの
130km

九州 30,890 36,980 48,060 60,680

4

時
間
制

基礎走行キロ
小型車は50km
小型車以外のもの
60km

九州 18,530 22,190 28,840 36,410

加
算
額

基礎走行キロを超える場合
は、10kmを増すごとに

九州 280 340 510 710

基礎作業時間を超える場
合は、１時間を増すごとに
(４時間制の場合であっ
て、午前から午後にわたる
場合は、正午から起算した
時間により加算額を計算する。)

九州 2,840 2,980 3,190 3,770

○加算額について
基礎走行キロを超過した場合
１kmあたり変動費×10km×利益率
基礎作業時間を超過した場合
1時間あたり基準外人件費に利益率を加算

7



Ⅲ 運賃割増率
【特殊車両割増】 冷蔵車・冷凍車 ２割

【休日割増】 日曜祝祭日に運送した距離に限る ２割

【深夜・早朝割増】 午後10時から午前５時までに運送した距離 ２割

Ⅳ 待機時間料

Ⅴ 積込料、取卸料、附帯業務料
積込み、取卸しその他附帯業務を行った場合には、運賃とは別に料金収受

Ⅵ 実費 有料道路利用料、フェリー利用料その他
の費用が発生した場合には、運賃とは別
に実費収受

Ⅶ 燃料サーチャージ 別に定めるところにより収受

Ⅷ その他 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、別に定める。

小型車 中型車 大型車 トレーラー

30分を超える場合に
おいて30分までごと
に発生する金額

1,670円 1,750円 1,870円 2,220円

1-1⑤標準的な運賃 【料金や実費・割増等】

「標準的な運賃」の設計にあたり、適正な原価の算
定では、燃料費は軽油単価の変動幅が大きいため、
その変動分は燃料サーチャージにより収受することを

前提として、全国一律100円／Lを基

準としている。

8



1-1⑥最近の価格交渉・転嫁の状況

燃料高騰による価格転嫁状況(実運送事業者の回答)

➢ 荷主等との価格交渉の結果『価格改定等を行った』と回答した実運送事業者は・・・47％
「運賃等の改定」・・・24.7％、「燃料サーチャージの導入」・・・16.3％
「運賃、燃料サーチャージ以外の名目で燃料費相当分を受け取ることとした」・・・5.9％

➢ 「荷主等と価格交渉したが、改定に至らなかった」と回答した実運送事業者は・・・11.3％
「価格交渉に応じてもらえなかった」と回答した実運送事業者・・・2.7％

価格交渉しなかった主な理由

・以前断られた、言い出しにくい
・荷主も原価が高騰している
・過去交渉して仕事量を減らされた
・価格が下がった時、値下げ交渉される
・仕事を失う可能性がある
・交渉まで手が回らない
・自社の準備不足
・安く仕事を取る他社に仕事を取られる
・今後交渉する予定

価格交渉したが、改定に至らなかった
主な理由

・元請からの運賃が改定されないため
・真荷主からもらえないので、支払えない
・今期の運賃が決まっているため

国土交通省の取組

①荷主等への
周知・広報

(トラック協会)

②適正取引相談窓口

③交渉に応じてもらえ
なかったと回答した
者への追加調査

④公正取引委員会
、中小企業庁に

よる価格転嫁対策

【集計期間：R4.1月～2月、有効回答数：運送事業者984社】
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１.（再掲）貨物自動車運送事業法の改正【概要】

平成30年12月 「貨物自動車運送事業法」 改正

緊急に労働条件を改善する必要があること等に鑑み、以下の措置を講じた。

・欠格期間の延長
・許可の際の基準の明確化
・約款の認可基準の明確化

1. 規制の適正化1

・事業用自動車の定期的な点検・
設備の実施等

・車庫の整備・管理
・健康保険等により納付義務を負う
保険 料等の納付

事業者が遵守すべき
事項の明確化

2
「標準的な運賃」の告示制度導入4.

貨物自動車運送事業法 附則第１条の３第１項
令和６年３月 31 日までの間、「国土交通大臣は、事業用自動車の運転者の労働条件を改善するとともに、一般貨物自動車運送事
業の健全な運営を確保し、及びその担う貨物流通の機能の維持向上を図るため、一般貨物自動車運送事業の能率的な経営の下にお

ける適正な原価及び適正な利潤を基準として、標準的な運賃を定めることができる。」

・運転者の労働条件を改善し持続的に事業を運営

するための参考指標として、「標準的な運賃」の

告示制度を導入
・トラック事業者が告示を参考に設定した運賃の届出
を促すことで、荷主との運賃交渉の促進を図る。

・荷主の配慮義務の新設
・荷主勧告制度（既存）の拡充

・国土交通大臣による荷主への働きかけ

荷主の理解・協力を得て、トラックドライバーの働き方
改革・法令遵守を進められるようにするための改正

3.  荷主対策の深度化3.
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1-2①荷主勧告制度の拡充
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働きかけ 要 請

※令和４年９月３０日現在

勧告・公表

1-2②荷主対策の深度化

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

貨物自動車運送事業法改正法附則第１条の２に基づく荷主への働きかけ等

国交省HPの意見募集窓口、地方運輸局からの連絡、適正化事業実施機関との連携等により、国
交省において端緒情報を収集。事実関係を確認の上、荷主関係省庁と連携して対応。

荷主起因の違反原因行為の割合

対応内容 荷主数

要 請 １

働きかけ ６４

「働きかけ」等を実施した荷主数

※ 荷主の行為が独占禁止法違反の疑いがある場合は、公正取引委員会へ通知

50.0%

12.7%

10.8%

9.8%

6.9%

2.9%
6.9%

長時間の荷待ち

依頼になかった附帯業務

過積載

拘束時間超過

無理な配送依頼

異常気象

その他
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2．「ホワイト物流」推進運動

１．貨物運送事業法の改正

１－１ トラック輸送における「標準的な運賃」の告示

１－２ 「荷主勧告制度」の拡充

2．「ホワイト物流」推進運動

3．「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の
改善に向けたガイドライン」
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〇 国民生活や産業活動に必要な物流を安定的に確保するため、若者、女性、高齢者も含めた全ての人にとって魅

力ある「よりホワイト」な職場づくりを行う取り組み。

〇 荷主企業、トラック事業者など、関係者が連携して当該取り組みを強力に推進。

2①「ホワイト物流」推進運動 ～ ホワイト物流推進運動の概要 ～

国 民

[自主行動宣言企業]
※１，４93社（令和4年10月末時点）

その他企業

イメージアップ↑

売上増 ・ 就職者増 価格競争回避
取引企業の増

信頼性向上↑＝ ＝

荷主企業
トラック事業者

理解・協力

ホワイト物流推進運動

理解・協力

平成30年 5月30日
「ホワイト物流」推進運動を重点施策とする 「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議政府行動計画」が決定

※ホワイト物流推進運動の取組企業が働きやすくなっていることについてPR

※トラックドライバーのうち、１０代・２０代は約１０％、６５歳以上は約９％、女性は約３％

【必須項目】

・取組方針
・法令遵守への配慮
・契約内容の明確化・遵守

推進運動のイメージ

【推奨項目】 ※企業の判断で複数項目から選択

Ａ．運送内容の見直し
Ｂ．運送契約の方法
Ｃ．運送契約の相手方の選定
Ｄ．安全の確保

（宣言が多い上位3項目）
・物流の改善提案と協力
・異常気象時等の運行の中止・中断等
・パレット等の活用

『自主行動宣言』内容
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2②自主行動宣言の提出状況

業態別
企業・組合
・団体数

生活関連サービス業，娯楽業 2

教育，学習支援業 4

医療，福祉 7

複合サービス事業 18

サービス業（他に分類されないもの） 33

公務（他に分類されるものを除く） 0

分類不能の産業 22

合 計 1,457

業態別
企業・組合
・団体数

農業，林業 4

漁業 0

鉱業，採石業，砂利採取業 1

建設業 12

製造業 389

電気・ガス・熱供給・水道業 1

情報通信業 47

運輸業，郵便業 785

卸売業，小売業 119

金融業，保険業 4

不動産業，物品賃貸業 4

学術研究，専門・技術サービス業 4

宿泊業，飲食サービス業 1

大分県内の賛同企業数
（令和4年8月31日時点）

１１社

全国の賛同企業数
（令和4年8月31日時点）

１４5７社

15

会社名

ＡｍｋｏｒＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙＪａｐａｎ，Ｉｎｃ． 株式会社鶴見物流

大分キヤノン株式会社 東九州デイリーフーヅ株式会社

大分キヤノンマテリアル株式会社 東九総合運輸株式会社

ダイハツ九州株式会社 株式会社中津急行

株式会社鶴見 株式会社ヤクシン運輸

株式会社鶴見運送



2③自主行動宣言様式フォーマットと留意点等

留 意 点 等

・自主行動宣言の提出、変更は随時可能です。
・このため、まずは取組可能な内容から宣言し、その後、取組を充実させる等、段階的に取組を深度化していくことでも構いません。
・推奨項目については、試験的に取り組む場合、実施する方向で検討を進める場合等でもご記載していただいて構いません。

16



2④自主行動宣言のメリット

ホワイト物流推進運度は「ＳＤＧｓ」につながる取り組み

企業のブランディングに効果的

ビジネスチャンスにつながる

自主行動宣言を行った企業は、「物流ひいては日本経済が直面する課題解決に取り組む企業」となり、企業のCSR活動
として 非常に重要な意義をもちます。

企業がCSRを果たすことで、取引企業等との関係性も向上することが期待されます。
逆に取り組まない企業は、物流社会全体で取り組む課題に無関心という表明になりかねず、将来的にサプライチェーン
から外されたり、株主や地域の支援を得ることができなくなったりする可能性も懸念されます。

取引企業等との関係性向上

自主行動宣言を行った企業は、社会に対して責任を果たす企業として認識され、企業イメージの向上やブランディン
グにも 非常に効果的です。

こうした社会貢献的な取り組みを積極的に行い、高い企業イメージ、高いブランドイメージをもつ企業は、フェアト
レード的に消費者や取引企業からも選ばれるようになったり、優秀な人材の採用にも有利になることが期待されます。

自主行動宣言を行った企業は、物流効率化などの課題を解決するための新しい取り組みを検討・実施しております。

こうした取り組みは、自主行動宣言を行った企業間での新規事業の創造や他業種との協働など、新しいビジネスチャ
ンスにつながることが期待されます。

トラック事業者様に加え、荷主企業様の積極的な運動へのご参加をお願いします！
17



3．「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」

１．貨物運送事業法の改正

１－１ トラック輸送における「標準的な運賃」の告示

１－２ 「荷主勧告制度」の拡充

2．「ホワイト物流」推進運動

3．「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の
改善に向けたガイドライン」

18



19

3①荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドラインについて

ガイドライン策定の経緯

• 厚生労働省、国土交通省及び公益社団法人 全日本トラック協会が事務局となって
「トラック輸送における取引環境・労 働時間改善中央協議会において、平成28、29
年度の２ヶ年にわたり、全国47都道府県においてトラックドライバーの労働時間短縮を
目指すパイロッ ト事業を実施し、ガイドラインをとりまとめ。

ガイドラインの構成

加工食品、飲料・酒物流編

紙・パルプ(洋紙・板紙分野)物流編

建設資材物流編

紙・パルプ(家庭紙分野)物流編

品目別ガイドライン



品目 主な課題 解決方策 今後の取組の方向性

加工食品、
飲料・酒

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000230.html

• 「１／３ルール」、年月日表示の賞
味期限等業界特有の慣習が存在

• 多種多様な製品サイズが存在
• 飲料における夏期の物流波動
⇒複雑かつ長時間にわたる検品作業
⇒長時間にわたる荷役作業

• 賞味期限の年月表示化等による仕
分け作業等の効率化

• ＡＳＮやQRコード等の活用による
伝票情報等の電子化

• 附帯作業の見える化
• パレットサイズや外装サイズの統
一、外装表示の標準化

• 事前出荷情報の提供と伝票情報の
電子化の組み合わせ等によるノー
検品の実現

• 附帯作業の軽減

• 物流標準化アクションプランに沿っ
た標準化の取組の推進

建設資材 https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000216.html

• 天候や道路事情等により計画どおりに搬
出入が進まないことが日常的

⇒トラックの荷待ちへの関心が薄い

• 多種多様な製品を邸別に仕分け
⇒複雑かつ長時間にわたる検品作業

• 工事現場での事前の段取りをデジタル化
したうえで「見える化」&「精緻化」し、関係
者の円滑な情報共有を推進

• 運送と荷役の分離の推進

• 複数のユーザーが一貫して活用できる標
準コードを導入し、入出荷検品を目視から
電子化

• 元請業者による物流へのマネジメントの強
化

• 伝票情報や物流情報を現場が容易にアク
セスできる環境整備を促進

紙・パルプ
（洋紙・板紙）

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000214.html

• 製品での差別化ができず、不十分なリード
タイムや少量多頻度納品、附帯作業等の
差別化による受注競争の商習慣が定着

⇒低積載率での運行
⇒附帯作業の実施による長時間労働

• 発着荷主を含めた関係者間で十分な協議
を行い、リードタイムや少量多頻度納品の
緩和、平準化、附帯作業の軽減等の対策
を実施

• 発注者の製造計画等を関係者で共有化・
見える化する取り組みを推進

• サプライチェーンにおける物流コストの適
正な負担

• 共同保管・共同輸送の実現に向けた取組
みの推進

• 荷役の機械化を推進

紙・パルプ
（家庭紙）

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000215.html

• 製品単価が安価であるため、パレット化の
ための投資が進まない

⇒手荷役による長時間労働

• 製品が安価かつ嵩張るため、小売りの物
流センターでは取り扱われず、かつ、小売
店舗での保管も困難

⇒家庭紙のみを少量多頻度で毎日納品

• 発着荷主の連携によるパレット化

• 物流負荷を軽減させるコンパクト製品の切
替

• サプライチェーンにおける物流コストの適
正な負担

• 「手積み手卸しの解消」を共通認識に、パ
レット化の早急な促進

• 消費者へ製品メリットの積極的な周知を行
うなど、コンパクト製品の普及促進

３②品目別各ガイドラインの概要

トラック事業者だけでなく、荷主企業にとっても効率化のヒントがあるため、是非ご一読ください！ 20



さいごに

トラック事業を将来にわたり持続可能なものとするためには、

荷主とトラック事業者の「共創」の取組が必要です！ ！

引き続きご理解・ご協力をお願いします。

21



トラック運送事業にかかる労働行政の動きについて

（改善善基準告示）の改正内容

厚生労働省 大分労働局 監督課

令和４年12月５日（月）

荷主とトラック事業者の共創セミナー

改善基準告示の改正内容の周知のための資料

監督課長 池辺雅文

資料３



拘束時間と休息期間について

▸ 拘束時間とは、労働時間、休憩時間その他の使用者に拘束されている時間をいう。

▸ 休息期間とは、使用者の拘束を受けない期間をいう。

作業時間（運転・整備・荷扱い等）

手待ち時間（荷待ち等）

休憩時間

（仮眠時間を含む）

労働時間

（時間外労働時間・休
日労働時間を含む。）

拘束時間

拘束時間

休息期間

拘束時間

休息期間

24:00 終業

8:00 始業

23:00 終業

7:00 始業

１日（始業時刻から起算して24時間）の拘束時間の上限は16時間
（この事例だと、１日目の8:00～23:00と２日目の7:00～8:00が１日の拘束

時間となる。計16時間）

【１日目】

【２日目】

１

勤務終了後の休息期間は８時間以上
（この事例だと、１日目の23:00～２日目の7:00が休息期間となる。計８時間）

例

24
時
間

15時間

1時間

8時間



脳・心臓疾患の業種別・職種別支給決定件数

脳・心臓
疾患

道路貨物運送業
２８.３％
（５５件）

道路旅客運送業
１.０％
（２件）

全業種
１００％

（１９４件）

脳・心臓
疾患

道路貨物運送業
２２.１％
（６５件）

道路旅客運送業
６.４％

（１９件）

全業種
１００％

（２９３件）

【令和２年度】（2020年度） 【平成21年度】（2009年度）
※ 平成21年度より中分類を集計

－5.4

脳・心臓
疾患

道路貨物運送業
３２.５％
（５６件）

道路旅客運送業
０％

（０件）

全業種
１００％

（１７２件）

【令和３年度】（2021年度）

＋4.2

－1.0

＋6.2

○ 業種別

○ 職種別

脳・心臓
疾患

貨物自動車
運転者

３０.８％
（５３件）

乗用自動車
運転者

０％
（０件）

バス
運転者

０％
（０件）

全職種
１００％

（１７２件）

脳・心臓
疾患

貨物自動車
運転者

２７.３％
（５３件）

乗用自動車
運転者

１.０％
（２件）

バス
運転者

０.５％
（１件）

全職種
１００％

（１９４件）

脳・心臓
疾患

貨物自動車
運転者

２２.１％
（６５件）

乗用自動車
運転者

５.１％
（１５件）

バス
運転者

０.６％
（２件）

全職種
１００％

（２９３件）

＋3.5

－1.5

＋5.2

－4.2

令和３年度の脳・心臓疾患の支給決定件数に占める道路貨物運送業の割合は32.5％、貨物自動車運転者の割合は30.8％
であり、業種別・職種別でそれぞれ最も高かった。 （厚生労働省調べ）

２



脳・心臓疾患の労災認定基準

▸ 脳・心臓疾患の労災認定基準においては、「発症前１か月におおむね100時間または発症前２か月間～６か月間に、１か月

あたり80時間を超える時間外労働が認められる場合」、業務と発症との関連性が強いと評価される。

一定の労働時間以外の負荷要因

【改正前】

発症前１か月におおむね100時間または発症前２か月間ないし

６か月間にわたって、１か月あたり80時間を超える時間外労働

が認められる場合について業務と発症との関係が強いと評価で

きることを示していました。

【改正後】

上記の時間に至らなかった場合も、これに近い時間外労働を

行った場合には、「労働時間以外の負荷要因」の状況も十分に

考慮し、業務と発症との関係が強いと評価できることを明確に

しました。

１
長期間の過重業務の評価にあたり、労働時間と

労働時間以外の負荷要因を総合評価して労災認

定することを明確化しました

労働時
間

発症前１か月間に100時間

または

２～６か月間平均で月80時間を超え

る時間外労働の水準には至らないがこ

れに近い時間外労働

業務と発症

との関連が

強いと評価

労
働
時
間
以
外
の
負
荷
要
因

勤務時間の不規則性

拘束時間の長い勤務

休日のない連続勤務

勤務間インターバルが短い勤務
※「勤務間インターバル」とは、終業

から次の勤務の始業までをいいます

不規則な勤務・交替制勤務・深

夜勤務

事業場外における

移動を伴う業務

出張の多い業務

その他事業場外における移動を

伴う業務

心理的負荷を伴う業務 ※改正前の「精神的緊張を伴う業

務」の内容を拡充しました

身体的負荷を伴う業務

作業環境
※長期間の過重業務では付

加的に評価

温度環境

騒音

労働時間以外の負荷要因の見直しを行い、赤字の項目を新たに
追加しました。

２
長期間の過重業務、短期間の過重業務の労働時

間以外の負荷要因を見直しました

３



▸ 時間外労働の上限規制は、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間

未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度

▸ 自動車運転の業務、建設事業、医師等は適用猶予・除外業務（事業）とされ、改正法施行後５年間（令和６年３月まで）は

上記一般則の適用はない。

▸ 自動車運転業務従事者の上限時間（臨時的な特別な事情の場合）は年960時間とし、将来的な一般則の適用について引き続き

検討する旨を附則に規定。

▸ 自動車運転業務従事者への上限規制の適用とあわせて改善基準告示についても見直す必要がある。

時間外労働の上限規制について

４

法律による上限
（原則）
月４５時間
年３６０時間

・年720時間

・単月100時間未満
（休日労働含む）

・複数月平均80時間
（休日労働含む）

・法律による上限（原
則）を超えられるの
は年６か月まで

・年960時間
のみ

１年間 ＝ １２か月

一般労働者

自動車運転者

法改正前 法改正後 法律による上限
（例外）

限度時間
（告示）

月４５時間
年３６０時間

など 特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間 ＝ １２か月

法定労働時間
１日８時間
週４０時間



１か月の拘束時間

５

【１か月あたりの拘束時間について】
法定労働時間、労働した場合の１か月あたりの拘束時間は
１年間の法定労働時間：４０時間 ×５２週＝２,０８０時間
１年間の休憩時間 ： １時間×５日×５２週＝ ２６０時間
（２,０８０時間＋２６０時間）÷１２か月＝１９５時間

３,３００時間÷１２か月＝２７５時間
２７５時間－１９５時間 ＝ ８０時間

※この計算は、事業場ごとの所定労働時間や休憩時間の違いや、
月の日数の違いを考慮していないため、あくまでも「目安」である。

現行

▸ 拘束時間は、１か月について２９３時間を超えな

いものとする。

▸ ただし、労使協定があるときは、１年のうち６か月

までは、１年間についての総拘束時間が３,５１６時

間を超えない範囲内において、１か月の拘束時間を

３２０時間まで延長することができる。

見直し後

【原則】

▸ 拘束時間は、年間の総拘束時間が３,３００時間、かつ、

１か月の拘束時間が２８４時間を超えないものとする。

▸ ただし、労使協定により、年間６か月までは、年間の総

拘束時間が３,４００時間を超えない範囲内において、

１か月の拘束時間を３１０時間まで延長することができ

るものとする。この場合において、１か月の拘束時間が

２８４時間を超える月が３か月を超えて連続しないもの

とし、１か月の時間外・休日労働時間数が１００時間未

満となるよう努めるものとする。

【例外】



見直しの内容（１か月の拘束時間）

６

【例１】（１か月の拘束時間の原則）

【例２】（１か月の拘束時間の例外）

年間６か月まで、年3,400時間以下で、月310時間

まで延長可能。

270
274

270

260

265 265

284

280

284 284

280

284

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

月284時間

290 290 290

280

270

260

270

310

300 300

264

276

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

年合計
3,300時間

年3,300時間以下かつ月284時間以下

月310時間

月284時間

年合計
3,400時間

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

月284時間超えは連続３か月まで。

月284時間超えの月（①～⑥）は、時間外・休日労働

が100時間未満となるよう努める。

※労使協定の締結が必要



１日の拘束時間

７

案現行

▸ １日（始業時刻から起算して２４時間をいう。以下

同じ。）についての拘束時間は、１３時間を超えな

いものとし、当該拘束時間を延長する場合であって

も、 １日についての拘束時間の限度（以下「最大

拘束時間」という。）は１６時間とする。

この場合において、１日についての拘束時間が１５

時間を超える回数は、１週間について２回以内とす

る。

① １日（始業時刻から起算して２４時間をいう。以下

同じ。）についての拘束時間は、１３時間を超えな

いものとし、当該拘束時間を延長する場合であって

も、１日についての拘束時間の限度（以下「最大

拘束時間」という。）は１５時間とする。

② ただし、自動車運転者の１週間における運行がすべ

て長距離貨物運送であり、かつ、一の運行における

休息期間が住所地以外の場所におけるものである場

合、当該１週間について２回に限り最大拘束時間を

１６時間とすることができる。

③ ①②の場合において、１日についての拘束時間が

1４時間を超える回数（※）をできるだけ少なくする

よう努めるものとする。

（※）通達において、「１週間について２回以内」を目安として

示すこととする。

【原則】

【例外】



１日の休息期間

８

案現行

▸ 勤務終了後、継続８時間以上の休息期間を与える。 ① 休息期間は、勤務終了後、継続１１時間以上与えるよう

努めることを基本とし、継続９時間を下回らないものと

する。

② ただし、自動車運転者の１週間における運行がすべて

長距離貨物運送（※１）であり、かつ、一の運行（※２）に

おける休息期間が住所地以外の場所におけるものである

場合、当該１週間について２回に限り、継続８時間以上

とすることができる。この場合において、一の運行終了

後、継続１２時間以上の休息期間を与えるものとする

（※３）。

※１
一の運行の走行距離が450km以上の貨物運送をいう。

※２
自動車運転者が所属する事業場を出発してから当該事業場に帰着するまで
をいう。

※３
一の運行における休息期間のいずれかが９時間を下回る場合には、
当該一の運行終了後、継続12時間以上の休息期間を与えるものとする。

【原則】

【例外】



見直しの内容（１日の拘束時間・休息期間の原則）

９

拘束時間
13時間

休息期間
11時間

23:00 10:0010:00

始業 終業 始業

【例】１日の拘束時間・休息期間の原則（見直し後）

13時間以下 最大拘束15時間

拘束時間
15時間

休息期間
９時間

1:00 10:0010:00

始業 終業 始業

基本 継続11時間以上
下限 継続 9時間



・１週間における運行 が
がすべて長距離貨物運送（走行
距離450㎞以上）

・一の運行中における休息
期間 が、住所地以外の場所

・一の運行終了後の休息期間
は継続12時間以上

見直しの内容（１日の拘束時間・休息期間の例外）

10

拘束時間 13時間 休息期間 11時間月曜

火曜

水曜

金曜

土曜

日曜

16時間①

16時間②

終業19：00

12時間

始業7:00

終業19:00

12時間

13時間

12時間

休日

始業７:00

始業7:00

終業20:00

８時間②

終業23：00

11時間

始業７:00

12時間

始業7:00

８時間①

終業23:00

始業7:00 終業20：00

事業場到着
18：00

事業場出発
8：00

事業場到着
18：00

【例】１日の拘束時間・休息期間の例外（見直し後）
１週間における運行がすべて長距離貨物運送であり、かつ、一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合は、
当該１週間について２回に限り、最大拘束時間は16時間とし、休息期間は継続８時間以上。

木曜

事業場出発
8：00



基本

見直しの内容（休息期間の考え方）

11

改正前 見直し後

〇継続８時間以上の休息期間 〇継続11時間以上の休息期間を

与えるよう努めることを

〇継続９時間を下回らない

基本

※「基本」である11時間以上の
休息期間が確保されるよう、
労使の自主的な改善に向けた
努力が必要とされる。

※上記のような勤務

になるよう自主的

改善の努力が必要

【例】

9:00



運転時間、連続運転時間

見直し後現行

12

《運転時間》

▸ 運転時間は、２日を平均し１日当たり９時間、２週

間を平均し１週間当たり４４時間を超えないものと

する。

《連続運転時間》

▸ 連続運転時間（１回が連続１０分以上で、

かつ、合計が３０分以上の運転の中断をすることなく

連続して運転する時間をいう。）は、

４時間を超えないものとする。

《運転時間》

▸ 現行どおり

《連続運転時間》

▸ 連続運転時間(１回が概ね連続１０分以上（※）で、

かつ、合計が３０分以上の運転の中断をすることなく

連続して運転する時間をいう。以下同じ。)は、

４時間を超えないものとする。当該運転の中断は、原

則休憩とする。

（※）通達において、「概ね連続１０分以上」とは、

例えば、１０分未満の運転の中断が３回以上連続しないこと等

を示すこととする。

▸ ただし、サービスエリア、パーキングエリア等に

駐車又は停車できないことにより、やむを得ず連続

運転時間が４時間を超える場合には、３０分まで延

長することができるものとする。

【原則】

【例外】



13

見直しの内容（連続運転時間）

【例】連続運転時間の原則（見直し後）

運転時間 中断

運転時間 運転時間 運転時間

概ね
10分以上

【例】 連続運転時間の例外（見直し後）
20分 10分 ※ＳＡ・ＰＡ等に駐車できず、やむを

得ず連続運転が４時間を超える場合、
30分まで延長が可。

合計30分以上

1時間40分

35分

２時間

①

②

概ね
10分以上

合計4時間以内

③

運転時間
中
断

運転時間
中
断

運転時間
中
断

運転時間 中断 運転時間
中
断

概ね
10分以上

運転時間 運転時間中断
中
断

運転
時間

中
断

4時間以内

30分以上

概ね
10分以上

概ね
10分以上

合計30分以上

合計4時間以内

合計4時間15分

※運転の中断 は、原則休憩。

※運転の中断は、１回概ね連続10分以上。



例外的な取扱い

14

新設

▸ 事故、故障、災害等、通常予期し得ない事象に遭遇し、一定の遅延が生じた場合には、

客観的な記録が認められる場合に限り、１日の拘束時間、運転時間（２日平均）、連続運転時間

の規制の適用に当たっては、その対応に要した時間を除くことができることとする。

▸ 勤務終了後は、通常どおりの休息期間（※）を与えるものとする。

（※）休息期間は、勤務終了後、継続１１時間以上与えるよう努めることを基本とし、継続９時間を下回らないものとする。

（具体的な事由）

ア 運転中に乗務している車両が予期せず故障した場合

イ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航した場合

ウ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された場合、道路が渋滞した場合

エ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となった場合



労働基準監督署による荷主への要請について（トラック）

１

厚生労働省
省内HPにおいて情報収集

立入調査時に情報収集

※ 荷主への働きかけ等の実施に当たり、厚生労働省から提供された情報も活用
※ 国土交通省において、さらなる働きかけ等の実施のため、地方適正化事業実

施機関が行う巡回指導時の情報収集を周知徹底（本年４月措置済）

労働基準監督署

発荷主

労働基準監督署による要請（新規）

▸ 荷主企業に対し、労働基準監督署から配慮を要請

（要請の内容）長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させないよう努めること。

運送業務の発注担当者に改善基準告示を周知すること。

▸ 対象企業選定にあたり、省内HPや立入調査時に収集した情報を活用 ⇒ 国土交通省にも情報提供

運送業者

荷主への要請（新規）

情報提供（拡充）

着荷主

国土交通省

法に基づく「働きかけ」等

働きかけに活用

15



中小企業の取引条件改善への取組について
～価格交渉促進月間とパートナーシップ構築宣言～

令和４年１２月

経済産業省九州経済産業局

産業部取引適正化推進室

「荷主とトラック事業者の共創セミナー」

1

資料４

-
四角形



2

エネルギー価格・原材料価格の高騰への対応だけでなく、中小企業の賃上げといった分配の原資を確保する上で
も、取引適正化は重要。

リーマン・ショック以降、中小企業、なかでも中小製造業は低迷しており、中小製造業は取引条件が厳しい可能性。

経済の好循環の継続に向けた政労使の取組について（抜粋）
（平成26年12月16日）

○経済界は、賃金の引上げに向けた最大限の努力を図るとともに、取

引企業の仕入れ価格の上昇等を踏まえた価格転嫁や支援・協力

について総合的に取り組むものとする。

○平成26年12月16日付本取りまとめ（「経済の好循環の継続に向

けた政労使の取組について」）については、継続的にフォローアップを

行っていくこととする。

岸田内閣総理大臣方針演説 （抜粋）

（第207回国会における所信表明演説、令和3年12月6日）

○下請けＧメン倍増による下請け取引の適正化や、大企業と中

小企業の共存共栄のためのパートナーシップ構築宣言推進により、

賃上げに向けた環境を整えます。

（第208回国会における施政方針演説、令和4年1月17日）

○賃上げ税制の拡充、公的価格の引き上げに加え、中小企業が

原材料費の高騰で苦しむ中、適正な価格転嫁を行えるよう、環

境整備を進めます。

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/seirousi/26torikumi.pdf

１．「経済の好循環」を実現するためには中小企業との取引条件の改善が必要

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/seirousi/26torikumi.pdf


（１）親事業者による不適正な行為に対して厳正に対処し、公正な取引環境を実現する。
（２）親事業者・下請事業者双方の「適正取引」や「付加価値向上」につながる望ましい取引慣行等を普及・定着させる。
（３）サプライチェーン全体にわたる取引環境の改善や賃上げできる環境の整備に向けた取組を図る。

重点５課題

ルール 内容

下請代金支払遅延等防止法 ➢ 取引内容と資本金規模によって親事業者と下請事業者を定義づけ、親事業者の義務と禁止行為を規定。

下請中小企業振興法
「振興基準」

➢ 下請中小企業の振興のため、「振興基準」で親事業者と下請事業者の望ましい取引慣行等を具体的に提示。

業種横断的なルールの明確化・厳格な運用（横軸）

（１）産業界に対し「自主行動計画」の策定と着実な実行を要請するとともに、毎年、策定団体自らフォローアップ調査を行う。

（現在19業種52団体策定）

（２）国が定める業種別下請ガイドラインの策定・改訂。（現在19業種策定）

コスト負担の適正化
量産終了後に長期間に渡って無償で

金型の保管を押しつけられる、等

価格決定方法の適正化
一律○％減の原価低減を要請される、

労務費上昇分が考慮されない、等

支払条件の改善
手形等で支払いを受ける比率が高い、
割引コストを負担せざるを得ない、等

業種別の自主行動計画の策定等（縦軸）

本来は親事業者が負担すべき費用等を下請事業者に押しつけることがないよう、徹底する。

3つの基本方針

２．経済産業省の下請取引適正化に向けた取り組み
「未来志向型の取引慣行に向けて」（世耕プラン：2016年９月）

3

知的財産・ノウハウの保護
親事業者が自社のノウハウを無断で使って

内製化してしまった、等

働き方改革のしわ寄せ防止
短納期発注・急な仕様変更にもかかわらず

適正なコストが負担されない、等



4

・「未来志向型の取引慣行に向けて（世耕プラン）」に基づき、地域の中小企業の取引適正化に繋げることを
目的に、平成29年１月から「下請Ｇメン」によるヒアリングを実施。令和３年度からは、下請ガイドラインや自
主行動計画を策定している業界業種別に調査（月別）スケジュールを策定。これに従い、中企庁及び各局
は、計画的にヒアリング（事業計画ヒアリング）を実施中。

・令和４年度、「下請Gメン」を倍増（全国248名←120名）し、下請ヒアリングを全国１万件実施予定。

・「下請Ｇメン」は、親事業者と下請事業者の望ましい取引関係を示した下請振興法「振興基準」のうち、重
点５課題（価格決定方法の適正化、コスト負担の適正化、支払条件の改善、働き方改革のしわ寄せ防止、
知財・ノウハウの保護）を主に聴取して、中企庁に報告。中企庁は、個々の取引における問題点（悪事例）
を業種別に整理し、下請ガイドラインや自主行動計画の改善に繋げて、業種・業界全体のサプライチェーン取
引適正化を進めているほか、今後は、下請振興法の指導・助言、下請代金法の執行に繋げることとしている。

３．下請ヒアリング ※下請中小企業振興法第26条

※自主行動計画は策定して終わりではなく、PDCAサイクルを回し、サプライチェーン
全体での浸透を図っていくことが重要である。また、下請中小企業の取引条件改善
に向けて、既存業種だけではなく、他の業種にも自主行動計画の取組を広げていく
ことが必要である。



４．価格交渉促進月間について 実施事項

1. 受注側企業への状況調査

○価格交渉促進月間終了後に、受注側企業に対して、①アンケート調査（15万社）、②下請Gメンによる

重点的なヒアリング（２千社程度）を実施。

→状況の良くない発注側企業に対しては、下請振興法に基づく「指導・助言」を実施。

2．発注側企業への周知

○上記調査結果について、①先進的な取組、グッドプラクティスの公表、②アンケートの回答を集計し、公表、

③下請代金法に違反する事案は、公取と連携して対処すること等を、発注側企業へ幅広く周知。

3．広報

○新聞広告や団体を通じた周知等を実施。

4．講習・研修・相談等

○受注側企業の価格交渉者向けの価格交渉についてのセミナーや講習会等をオンライン形式で実施。

実施事項

⚫ 依然として発注側企業から一方的な原価低減要請が行われているほか、労務費や原材料価格が
上昇している受注側企業が、発注側企業に対して価格交渉を申し込むことすら難しい実態が存在。

⚫ 最低賃金の改定を含む労務費や原材料費等の上昇などが下請価格に適切に反映されるこ
とを促すため、年12ヶ月のうち価格交渉頻度が高い3月と9月を「価格交渉促進月間」
に設定し、価格交渉の浸透と定着を図る。

５



⚫ 毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」とし、実際に交渉や転嫁が出来たか、下請事業者からの
フォローアップ調査を実施。
※大企業の取引先中心に年2回・計30万社へアンケート票を送付→ 数年で大企業取引先にリーチできる予定。

⚫ フォローアップ調査の結果を踏まえ、評価が芳しくない親事業者に対し、本年2月に初めて、業所管
の大臣名で、指導・助言を実施。指導・助言を受けた経営陣の認識が改まり、調達部門に改善指
示する例も。

⚫ 今回は、積極広報・周知により実効性を向上し、フォローアップ調査を充実させるとともに、7月に抜
本改正した下請振興基準を活用し、指導・助言の対象企業を拡大する。

⚫ 実施と改善サイクルの強化で、交渉と転嫁が定期的になされる取引慣行の定着を目指す。

４．価格交渉促進月間について 改善サイクルの強化

業所管省庁

下請事業者

親事業者
中小企業庁

経営陣

調達部門

②フォローアップ調査の充実
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③指導・助言対象企
業を拡大

下請振興法に基づき、
状況の良くない親事業者に

対して、大臣名で実施

④改善の指示

①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年9月、３月）

※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

※根拠となる振興基準を抜
本改正済（7月末）

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

６



1割程度の事業者では、全く協議ができていない。

61.4 6.1 10.1 12.4

5.5 2.9 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた

価格転嫁させるため、発注側企業から協議を申し込まれた

コストが上昇していないため、協議を申し込まなかった

コストは上昇しているが、自社で吸収可能であるため、協議を申し込まなかった

取引を断られる等のおそれを考慮し、協議を申し込まなかった

協議の申し込みを行ったが応じてもらえなかった

値下げ要請のため、発注側企業から協議を申し込まれた

１．発注側企業との価格交渉の実施状況

13.8 15.4 10.5 22.9 21.1 
1.5

14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１０割 ７～９割程度

４～６割程度 １～３割

０割 マイナス

コストが上昇していないため、価格改定不要

２．価格転嫁を実現できた割合

２割程度の事業者では、全く価格転嫁できていない。

順位 価格交渉の協議状況 価格転嫁の達成状況

1位 繊維 化学

2位 鉱業・採石・砂利採取 機械製造

3位 機械製造 金属

4位 化学 電機・情報通信機器

5位 建材・住宅設備 食品製造

6位 電気・情報通信機器 建材・住宅設備

7位 卸売 卸売

8位 金属 紙・紙加工

9位 食品製造 造船

10位 紙・紙加工 石油製品・石炭製品製造

11位 飲食サービス 建設

12位 建設 繊維

13位 印刷 飲食サービス

14位 情報ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾌﾄｳｪｱ 印刷

15位 製薬 小売

16位 石油製品・石炭製品製造 広告

17位 自動車・自動車部品 自動車・自動車部品

18位 造船 製薬

19位 電気・ガス・熱供給・水道 情報ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾌﾄｳｪｱ

20位 小売 鉱業・採石・砂利採取

21位 通信 電気・ガス・熱供給・水道

22位 不動産・物品賃貸 不動産・物品賃貸

23位 広告 金融・保険

24位 放送コンテンツ 放送コンテンツ

25位 廃棄物処理 廃棄物処理

26位 トラック運送 通信

27位 金融・保険 トラック運送

３．業種別の実施状況（スコアリングの結果）

※サンプル数が50以下の自主行動計画策定業種（航空宇宙、警備）は除く。
※業界毎の順位や点数は、各業界に属する発注側企業についての回答の点数を平均し順位付けしたものであり、その業界にお

ける代表的企業の評価を表すものではない。
※自主行動計画あるいは業種別ガイドライン策定業種については着色（約束手形についてのみ自主行動計画を策定している

「金融」、「卸売」は、未策定業種として扱う）。

協議できていない
10.0%

n=25575

n=25575

転嫁できていない
22.6%

７

⚫ 下請へのしわ寄せを解消し、賃上げ原資を確保するためにも、取引先への価格転嫁は切
実な課題。

⚫ 経産省の調査では、1割が全く価格交渉できておらず、2割が全く価格転嫁できていない。

４．価格交渉促進月間（2022年3月） 実施結果



５．「パートナーシップ構築宣言」とは

8

⚫ 「パートナーシップ構築宣言」は、事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中
小企業の共存共栄を目指し、「発注者」の立場から、「代表権のある者の名前」で宣言するもの。

（１）サプライチェーン全体の付加価値増大と、新たな連携（IT実装、BCP策定、グリーン調達の支援等）

（２）下請企業との望ましい取引慣行（「振興基準」の遵守、特に、取引適正化の重点５分野
（①価格決定方法、②型取引の適正化、③現金払の原則の徹底、④知財・ノウハウの保護、働き方改革に伴うし
わ寄せ防止）

⚫ 「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」（2020年５月）において、導入を決定。



５．「パートナーシップ構築宣言」 公表する意義

■「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト

【URL】 https://www.biz-partnership.jp

■宣言企業に対する支援

※「宣言」の取組を実践することで、「SDGs」に掲げる5つの
目標に取り組んでいることになります。

3.すべての人に健康と福祉を
8.働きがいも経済成長も
9.産業と技術革新の基盤をつくろう

10.人や国の不平等をなくそう
17.パートナーシップで目標を達成しよう

9

宣言を行った企業は、パートナー
シップ構築宣言の「ロゴマーク」を
使用することができます。

ロゴマークの使用

⚫ 宣言は、(公財)全国中小企業振興機関協会が運営するポータルサイトに掲載・公表されます。

⚫ 宣言を行った企業は、パートナーシップ構築宣言の「ロゴマーク」を使用することができ、名刺などに記
載することで取組をPRできます。

https://www.biz-partnership.jp/
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５．「パートナーシップ構築宣言」 公表する意義

⚫ 資本金１０億円以上・従業員数１，０００人以上の企業は、賃上げ促進税制を活用すること
ができます。

⚫ いくつかの補助金で加点を受けることができます。
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５．「パートナーシップ構築宣言」 公表する意義

⚫ コーポレートガバナンス・コードでは、サステナビリティを巡る」課題として、「取引先との公正・適正な
取引」が新たに位置づけられた。

⚫ また、コーポレート・ガバナンス・システムに関する実務指針においては、取締役会の役割として、
「パートナーシップ構築宣言」の宣言状況・実行状況を監督することが新たに位置づけられた。



６．パートナーシップ構築宣言に関するHP・お問合せ先

■「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト
https://www.biz-partnership.jp

■日本商工会議所HP：「パートナーシップ構築宣言」に関する案内ページ（概要説明）

➡プロモーションビデオや「月間石垣」別冊（パートナーシップ構築宣言の特集記事）も
掲載しています。

https://www.jcci.or.jp/partnership/

12

※「パートナーシップ構築宣言」についてのお問合せ先
中小企業庁 事業環境部 企画課
【TEL】０３－３５０１－１７６５ 【MAIL】s-chuki-kikaku@meti.go.jp

https://www.biz-partnership.jp/
https://www.jcci.or.jp/partnership/


参 考 資 料



第1．下請事業者の生産性向上及び製品等の品質の改善

第3 ２．情報化への積極的対応

⚫ 下請事業者は、情報化に係る責任者の配備及び企業内システムの改善、中小

企業共通EDIなどによる電子受発注、電子的な決済等を行うよう努める。

第4 ６．「働き方改革」への対応

⚫ 親事業者は、生産性向上等の努力を行う下請事業者に、必要な協力（下請事

業者との面談、工場訪問、サプライチェーン全体での連携等）をするよう努める。

第4 ５．型又は治具に係る取引条件改善

⚫ 型製作相当費の一括払いや前払いに努める。

⚫ 不要な型を廃棄し、廃番となったものは、下請事業者に廃棄指示を行う。

第4 １．対価の決定方法の改善

⚫ 取引対価は、合理的な算定方法に基づき、下請事業者の適正な利益を含み、

下請事業者の賃上げ等、労働条件の改善が進むよう十分協議して決定する。

⚫ 価格交渉促進月間等の機会を捉え、年１回以上の協議を行う。コストが上昇し

た場合等において、下請事業者から申出があったときは遅滞なく協議に応じる。

⚫ 長期にわたる取引では、前払い比率及び期中払い比率を高めるよう努める。

⚫ 下請中小企業振興法「振興基準」とは、下請中小企業振興法第3条により経済産業大臣が定める「下請事業者及び親事
業者のよるべき一般的な基準」であり、親事業者と下請事業者の望ましい取引関係等を具体的に提示したもの。

第4 ４．下請代金の支払方法改善

⚫ 下請代金の支払いは、可能な限り現金で行う。

⚫ 現金化にかかる割引料等のコストを下請事業者に負担させることがないよう、下請

代金の額を十分に協議して決定する。

⚫ 手形等のサイトは60日以内とするよう努める。

⚫ 親事業者は、下請事業者の不利益となるような取引や要請を行わないこと。
⚫ やむを得ず短納期発注又は急な仕様変更などを行う場合には、親事業者が適正

なコストを負担する。

第７ ３．威圧的交渉の禁止
第2. 発注分野の明確化及び発注方法の改善

⚫ 下請事業者に対して、設計図や仕様書等の内容を明確にした上で発注を行う。

⚫ 発注内容が曖昧な契約とならないよう、契約条件について書面等による明示、交

付を徹底する。

第８ ５．知的財産の取扱い

⚫ 下請事業者は、自らが権利を有する知的財産について、知的財産権の取得、秘

密保持契約による営業秘密化等により、管理保護に努める。

⚫ 親事業者は、下請事業者に損失を与えることのないよう十分に配慮して、契約上

知り得た下請事業者の知的財産権等を取り扱う。

第８ ６．フリーランスとの取引

⚫ 親事業者は、フリーランスとの取引においても、発注時の取引条件を明確にする書
面等の交付を行うなど、「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガ
イドライン(令和3年3月26日)」を踏まえた適切な取引を行う。
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第８ ７．業種別ガイドライン、自主行動計画の策定・遵守

第８ ８．パートナーシップ構築宣言の実施

⚫ 親事業者は、パートナーシップ構築宣言を行い、定期的に宣言内容の見直しを行
うよう努める。

⚫ 親事業者及び下請事業者は、事業所管省庁が策定した業種別ガイドラインを遵
守するよう努める。

⚫ 事業者団体等は、「自主行動計画」を策定し、フォローアップの結果を踏まえて定

期的に改定するよう努める。

⚫ 親事業者は、下請事業者に対し、取引価格に関する協議等を行うに当たって、
下請事業者に精神的又は身体的な威圧を加える等、不当な取扱いをしない。

※赤字は、令和4年7月29日付け改正の主な新規事項（抜粋）（参考１）下請中小企業振興法「振興基準」



（参考２）下請ガイドライン策定業種、自主行動計画策定団体（令和４年１０月時点）

＜下請ガイドライン策定業種＞

業種 団体名

自動車
日本自動車工業会
日本自動車部品工業会

素形材（８団体連名）
日本金型工業会／日本金属熱処理工業会／日本金属プレス工業
協会／日本ダイカスト協会／日本鍛造協会／日本鋳造協会／日本
鋳鍛鋼会／日本粉末冶金工業会

機械製造業

日本建設機械工業会 日本産業機械工業会
日本工作機械工業会 日本半導体製造装置協会
日本ロボット工業会 日本計量機器工業連合会
日本分析機器工業会

航空宇宙工業 日本航空宇宙工業会

繊維（2団体連名） 日本繊維産業連盟／繊維産業流通構造改革推進協議会

紙・紙加工業 日本製紙連合会 全国段ボール工業組合連合会

電機・情報通信機器

電子情報技術産業協会（JEITA)
ビジネス機械・情報システム産業協会
情報通信ネットワーク産業協会
日本電機工業会
カメラ映像機器工業会

情報ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾌﾄｳｪｱ 情報サービス産業協会

流通業
スーパー、コンビニ、
ドラッグストア等の
小売業

日本スーパーマーケット協会 全国スーパーマーケット協会
日本フランチャイズチェーン協会 日本チェーンドラッグストア協会
日本ボランタリーチェーン協会 日本DIY・ホームセンター協会

建材・住宅設備 日本建材・住宅設備産業協会

金属産業
日本電線工業会 日本鉄鋼連盟
日本アルミニウム協会 日本伸銅協会

化学産業（6団体連名）
日本化学工業協会／塩ビ工業・環境協会／化成品工業協会／
石油化学工業協会／日本ゴム工業会／日本プラスチック工業連盟

警備業※警察庁より要請 全国警備業協会

放送コンテンツ業※総務省より要請 放送コンテンツ適正取引推進協議会

トラック運送業※国交省より要請 全日本トラック協会

建設業※国交省より要請 日本建設業連合会

金融業 全国銀行協会※約束手形の利用の廃止関係

商社 日本貿易会※約束手形の利用の廃止関係

印刷業 日本印刷産業連合会（令和4年3月策定）

＜自主行動計画策定団体＞

業種 ガイドライン名称

製造 素形材 素形材産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 自動車 自動車産業適正取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 産業機械・航空機等 産業機械・航空機等における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 繊維 繊維産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 電気・情報通信機器 情報通信機器産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

情報
情報サービス・
ソフトウェア

情報ｻｰﾋﾞｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

サービス 広告業 広告業界における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

建設 建設業 建設業法令遵守ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 建材・住宅設備産業 建材・住宅設備産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

運輸 トラック運送業
トラック運送業における下請・荷主適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
トラック運送業における燃料サーチャージ緊急ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

情報 放送コンテンツ 放送ｺﾝﾃﾝﾂの製作取引適正化に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造
金属産業
（旧鉄鋼）

金属産業取引適正化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 化学産業 化学産業適正取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 紙・紙加工業 紙・紙加工産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 印刷業 印刷業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

情報 アニメーション製作業 ｱﾆﾒｰｼｮﾝ制作業界における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

食品 食品製造業

食品製造業者・小売業者間における適正取引推進ガイドライン（令和3年
12月策定）
食品製造業・小売業の適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ～豆腐・油揚製造業～
食品製造業・小売業の適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ～牛乳・乳製品～

水産 水産物・水産加工品 水産物・水産加工品の適正取引推進ガイドライン

水産 養殖業 養殖業に係る適正取引推進ガイドライン

⚫ 下請ガイドラインは現在19業種策定、

自主行動計画は現在19業種52団体策定。
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※詳細は中小企業庁HPより☞

※詳細は中小企業庁HPより☞



⚫ 令和4年3月取引問題小委員会にて、自主行動計画策定業種を中心に、特徴的に見られる取引上の問題と課題を集計分析した資料を提出。

⚫ 「価格交渉促進月間フォローアップ調査の結果にて、業界別のランキングや下請Gメンヒアリングによる生声を掲載。

【凡例】○：よい事例、 ▲：問題のある事例、（）内は親事業者の業種

①【価格決定方法の適正化】

▲複数の自動車メーカーは見積価格に対し、厳しい価格の「ターゲット価格」を示してくる。ターゲット価格に近づくように仕様や部品を替えるように毎回指示される｡（自動車）

▲2021年秋から現在まで、原材料費の上昇分の価格転嫁交渉を行っているが、値上げの幅・時期ともに回答をもらえていない。大手スーパーに価格決定権を握られており、これほどの原料高
にもかかわらず価格改定の動きが鈍い。(小売業)

▲一般貨物運送は距離・重量別運賃が決まっており、労務費及びガソリン代等コストの反映は不十分。価格表改定には時間を要し、柔軟なコスト負担の対応が難しい。（トラック運送）

▲数年前の価格のまま改定できておらず、労務費上昇分を反映できずに困っている。取引先には、文書で価格協議について打診したが返事は無く、協議できずそのまま契約が自動更新した。
強い交渉をすると、転注されてしまう可能性もあるため、仕方なく現在の価格で取引を続けている。（警備業）

▲コロナ禍以降は飲食業界も厳しく、価格改定を半年前から案内しているが許可がもらえない。 無理にお願いしきれないだろうという立場を利用して、はぐらかされている。（飲食サービス）

○原材料の高騰については親事業者も認識があり、また親事業者から社会保険費用や燃料費の上昇について情報共有され、価格に反映してもらえている。（金属産業）

○ここ数年で大手企業は現金支払いに変更となってきている。小規模会社では手形も若干残っている。（化学産業）

➁【支払条件の改善】

▲支払条件の変更(手形→現金100％)の際、条件として利息以上の値下げ要請があった。不本意であったが、現金への変更を重視し要請を受け入れざるをえなかった。（建設機械産業）

▲数年前に手形から電債に変更となったが、サイトが120日を超えるものとなっている。（計量機器・分析機器産業）

▲システム開発は3ケ月～半年を要し、契約期間は納品終了まで。支払いは納品後で、途中で工程を分割した受注・支払い契約はない。（情報サービス・ソフトウェア産業）

➂【型取引の適正化】

▲金型代は製品の量産開始月からの24回均等払い｡（自動車）

▲型保管のために外部倉庫を借りており月額の倉庫代は十万円を超える。全て当社負担である。廃棄申請をしても回答が得られず、長期間保管をせざるを得ない｡（自動車）

○親事業者からの要請で、抜型の保管､廃棄､返却についての契約を締結｡契約の概要は、1年以上未稼働の抜型は1型当りの月額保管料を親事業者が支払い､廃棄または返却をする場
合は親事業者にへの確認と､廃棄､返却に係る費用は親事業者が支払うこと。（紙・紙加工品製造業）

➃【知財・ノウハウの保護】

○ 親事業者の製品の梱包材を受託製造。同梱包材を競合他社に模倣されたくないとの親事業者の意向で特許の共同出願を行っている。その費用は、全額親事業者の負担である。
（パルプ・紙・紙加工品製造業/その他の製造業）

▲工場見学の際、ビデオ撮影されたこともある。申し入れを断ると取引停止を匂わされる。（プラスチック製品製造業/電機・電子・情報通信機器産業）

▲親事業者からCADデザインデータ数十点の無償提供の要請を受け、当社からやむを得ず提出した。（生産用機械器具製造業/紙・紙加工品産業）

▲見積書を提出したが受注に至らなかった。その際に要求され無償で提供した設計図が当社の名前を消して他社に渡されていた。（金属製品製造業/建設業）

⑤【働き方改革に伴うしわ寄せ防止】

○働き方改革が始まってから休日や夜間の作業を求められることが少なくなり､時間管理が楽になった｡（産業機械）

▲親事業者が自らの業務効率化のためEDIを導入しているが、仕様を業界で統一しようという考えがなく各社独自のシステムのため、運用が負担である｡（電機・電子・情報通信機器産業） 16

※（）内は下請事業者業種/系列最上位業種

（参考３）下請Gメンヒアリング等で把握した事例
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（参考４）下請Ｇメンによる生声 トラック運送



（参考５）パートナーシップ構築宣言 登録の流れ
⚫ 宣言の登録はポータルサイト上で行います。ポータルサイトからひな型をダウンロードして宣言文を作成
し、完成した宣言文をPDF形式でポータルサイト上アップロードし、必須項目を入力して登録します。

⚫ 登録後、3日程度でポータルサイト上に宣言文が公表されます。（宣言文に不備がある場合は事務局からご連絡します。）

18

①ページ上部のメニューから「登録」をクリック

…

②ひな形をダウンロードし、宣言文を作成
（宣言文の作成は次ページ以降をご参照ください。）

③企業名や業種等、必須項目に入力

④作成した宣言文をPDF化し、アップロード

⑤入力内容の確認→「登録する」をクリックして登録完了

①

②

③

④

⑤
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（参考６）パートナーシップ構築宣言 宣言数の推移
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当社は、サプライチェーンの取引先の皆様や価値創造を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシッ
プを構築するため、以下の項目に重点的に取り組むことを宣言します。

１． サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携

直接の取引先を通じてその先の取引先に働きかける（「Tier N」から「Tier N+1」へ）ことにより、サプライチェーン全体での付加価
値向上に取り組むとともに、既存の取引関係や企業規模等を超えた連携により、取引先との共存共栄の構築を目指します。その際、
災害時等の事業継続や働き方改革の観点から、取引先のテレワーク導入やBCP（事業継続計画）策定の助言等の支援も進め
ます。

（個別項目）
a.企業間の連携（オープンイノベーション、M&A等の事業承継支援 等）
b.IT実装支援（共通EDIの構築、データの相互利用、IT人材の育成支援 等）
c.専門人材マッチング
d.グリーン化の取組（脱・低炭素化技術の共同開発、生産工程等の脱・低炭素化、グリーン調達 等）

２． 「振興基準」の遵守
親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業振興法に基づく「振興基準」）を遵守し、取引先とのパートナーシッ
プ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正に積極的に取り組みます。

①価格決定方法
不合理な原価低減要請を行いません。取引対価の決定に当たっては、下請事業者から協議の申入れがあった場合には協議に応じ、
労務費上昇分の影響を考慮するなど下請事業者の適正な利益を含むよう、十分に協議します。取引対価の決定を含め契約に当
たっては、親事業者は契約条件の書面等による明示・交付を行います。

②型管理などのコスト負担
契約のひな形を参考に型取引を行い、不要な型の廃棄を促進するとともに、下請事業者に対して型の無償保管要請を行いません。

定型部分
（原則引用）

（参考７）パートナーシップ構築宣言 宣言の作成 ひな形①

取組状況に応じ
１つ以上選択し、
内容を記載

定型部分（引用）

タイトル・項目は
定型（引用）※

内容はひな形を元に
作成
※型取引を行っていな

い場合は②不要
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③手形などの支払条件
下請代金は可能な限り現金で支払います。手形で支払う場合には、割引料等を下請事業者の負担とせず、また、支払サイトを60
日以内とするよう努めます。

④知的財産・ノウハウ
知的財産取引に関するガイドラインや契約書のひな形に基づいて取引を行い、片務的な秘密保持契約の締結、取引上の立場を利
用したノウハウの開示や知的財産権の無償譲渡などは求めません。

⑤働き方改革等に伴うしわ寄せ
取引先も働き方改革に対応できるよう、下請事業者に対して、適正なコスト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更を行いま
せん。災害時等においては、下請事業者に取引上一方的な負担を押し付けないように、また、事業再開時等には、できる限り取引
関係の継続等に配慮します。

３．その他（任意記載）
（例）取引先満足度調査の実施、事業活動を通じて得られた利益やコストダウン等の成果配分を取引先との間で‟50/50（ﾌｨﾌ
ﾃｨ・ﾌｨﾌﾃｨ）“とする、「ホワイト物流」に関する「自主行動宣言」を表明済み 等
（例）約束手形の利用の廃止に向けて、大企業間取引も含め、現金払いや電子記録債権への移行に取り組みます。

○年○月○日
企 業 名 役職・氏名（代表権を有する者）

（備考）
・本宣言は、（公財）全国中小企業振興機関協会が運営するポータルサイトに掲載されます。
・主務大臣から「振興基準」に基づき指導又は助言が行われた場合など、本宣言が履行されていないと認められる場合には、本宣言
の掲載が取りやめになることがあります。

（参考７）パートナーシップ構築宣言 宣言の作成 ひな型②

タイトル・項目は
定型（引用）
内容はひな形を元に
作成

任意

代表者名で署名

詳細はポータルサイト上の記載要領をご覧下さい。
ご不明点は担当にお問い合わせください。



公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会
JapanInstituteofLogisticsSystems

「日本の物流コスト
～２０２１年度物流コスト調査より～」

資料５

http://www.logistics.or.jp/index.html
-
四角形



目次

I. 公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会のご紹介（資料のみ）

II. 日本の物流コスト～２０２１年度物流コスト調査より～



１)ロジスティクスの定義：
経済活動において、物資流通の円滑化を実現するため、調達、生産、販売、回収
を同期化するとともに、輸送、保管、包装、荷役、流通加工、情報等を総合的に
マネジメントする機能のこと（定款3条)

２)JILSの目的：
生産性を高めるとともに外部不経済の克服等社会との調和を図り、もって我が国
産業の発展と国民生活の向上及び国際社会への貢献に寄与すること（定款3条)

３)JILSの活動：
調査、研究、企画の立案、推進、人材の育成、指導等

４)設立：
1992年6月10日／2010年8月2日「社団法人」から「公益社団法人」に

５)会員：
製造業、流通業、物流業、ソリューション企業、学識経験者、公共団体等
法人会員：944社、個人会員： 55名 2022年3月３1日現在

６)会費：会員 入会金 10,000円（入会初年度のみ）、年会費（1口） 120,000円

６)会費：個人 入会金 10,000円（入会初年度のみ）、年会費（1口) 30,000円

７)組織：常勤役職員28名<全員プロパー>／拠点：東京、大阪、名古屋）

1-1.公益社団法人 日本ロジスティクスシステム協会(略称JILS)とは

3
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1-2．公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会（JILS）の設立

設立母体：(財)日本生産性本部
（現 (公財)日本生産性本部）

設立母体：(社)日本能率協会
（現 (一社)日本能率協会）

日本物的流通協会 日本物流管理協議会

日本ロジスティクス協会

社団法人日本ロジスティクスシステム協会

1970年10月30日設立 1970年11月10日設立

1991年4月1日名称変更

1992年6月10日設立

所管:

経済産業省 商務情報政策局

国土交通省 政策統括官

英文名称変更

1990年11月英文名称変更

公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会

監督官庁:

内閣府

2010年8月2日移行 4
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組織図

●役員構成 (2022年 7月 1日現在)

会長：大橋 徹二
（コマツ 取締役会長）

・専務理事 ：寺田 大泉
・理事 ：北條 英

役員：17名（＋監事2名）
常勤役職員数：28名

●組 織
７委員会（常設委員会）による事業運営
・本部運営委員会
・関西支部運営委員会
・中部支部運営委員会
・会員・広報委員会
・能力開発委員会
・調査研究委員会
・九州ロジスティクス委員会

5
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会 長 (非常勤） 大橋 徹二 コマツ 取締役会長
副 会 長 (非常勤） 渡邉 健二 NIPPON EXPRESSホールディングス 株式会社 代表取締役会長
副 会 長 (非常勤） 三枝 富博 株式会社 イトーヨーカ堂 取締役会長
副 会 長 (非常勤） 山内 弘隆 一橋大学 名誉教授
専務理事 (常勤） 寺田 大泉 公益社団法人 日本ロジスティクスシステム協会
理 事 (非常勤） 内山田竹志 トヨタ自動車 株式会社 代表取締役会長
理 事 (非常勤） 遠藤 信博 日本電気 株式会社 取締役会長
理 事 (非常勤） 掬川 正純 ライオン 株式会社 代表取締役 社長執行役員
理 事 (非常勤） 下代 博 株式会社 ダイフク 代表取締役社長 社長執行役員
理 事 (非常勤） 田村 修二 日本貨物鉄道 株式会社 代表取締役会長 兼 会長執行役員
理 事 (非常勤） 中谷 康夫 株式会社 日立物流 取締役 代表執行役会長（CEO）
理 事 (非常勤） 中村 正己 一般社団法人 日本能率協会 会長
理 事 (非常勤） 橋本 英二 日本製鉄 株式会社 代表取締役社長
理 事 (非常勤） 藤倉 正夫 三菱倉庫 株式会社 取締役社長 兼 社長執行役員

理 事 (常勤） 北條 英 公益社団法人 日本ロジスティクスシステム協会 JILS総合研究所 所長
理 事 (非常勤） 前田 和敬 公益財団法人 日本生産性本部 理事長 代表理事
理 事 (非常勤） 渡邉 一衛 成蹊大学 名誉教授
監 事 (非常勤） 廣島 秀敏 株式会社 NX総合研究所 代表取締役社長
監 事 (非常勤） 中村 雅浩 税理士 中村コンサルティングオフィス 所長

JILS役員名簿

http://www.logistics.or.jp/index.html


２．日本ロジスティクスシステム協会の活動内容
（１）活動の目的と特徴

ロジスティクスシステムとは、

「物資流通の円滑化を実現するため、
調達・生産・販売と連動して、輸送・
保管・包装等を総合的に管理する機
能」のこと。

協会の活動

ロジスティクスシステムに関する
調査研究、普及振興、人材養成
など

協会の特徴

ロジスティクスシステムのナショナルセンター
ロジスティクスを巡る業際的な交流活動
荷主企業、物流企業、学識経験者が一堂に会し、対等に議論

我が国産業の発展、国民生活

の向上、国際社会への貢献

生産性の向上

外部不経済の克服

7
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（２）会員数の推移 ・会員数：法人会員９４4社（2022年3月31日現在）

8
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（３）会員構成 ・会員数：法人会員９４4社（2022年3月31日現在）

２）会員の地域別構成１）会員の業種構成

北海道・東

北・関東, 

572, 

61%

関西, 

226, 

24%

中部, 106, 

11%

九州, 38, 

4%
海外, 2, 

0%

ＪＩＬＳ法人会員 地域構成比

2022年3月31日現在
（地域、社数、割合）

9
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(4)事業活動：課題解決のための事業展開(ソリューションサイクル)

・講座、コース、セミナー
指導 ・企業別研修

・コンサルティング
教育・育成

ＪＩＬＳは、産学官の連携により、社会的課題の解決・全体最適を目指し活動している

・物流コスト ・ＳＤＧｓ調査
調査 ・総合課題調査 ・経営指標調査

・物流システム機器生産出荷統計
現状把握・分析

・ＤＸ研究 ・ＨＲＭ研究
研究 ・ＳＣ毎の研究 ・物流子会社懇話会

・脱炭素研究 ・物流改善推進
解決策の考案

・強調月間 ・展示会、フェア ・関西大会
普及 ・改善事例大会 ・大学生への啓発活動

・表彰制度 ・ＨＰ、メルマガ、機関誌
普 及

10
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解決策の考案：物流現場改善推進



ロジスティクス普及事業



人材育成事業：資格認定講座



人材育成事業：セミナー



展示会事業



ロジスティクス・物流の社会や産業界における重要性、
仕事としての魅力等を学生に伝える。



JILSは目的に賛同する会員によって組織・運営さ
れております。
会員には様々な特典が用意されておりますので是
非この機会に、ご入会いただけますようご案内申
しあげます。

・入会金１万円

・年会費１２万円

（年度途中のご入会の場合は、月割計算いたします。）

JILS会員制度



調査事業：売上高物流コスト調査





売上高物流コスト(ミクロ物流コスト)比率の推移

・売上高物流コスト比率の推移（全業種）を示したものである。2021年度調査（有効回答202社）の売上
高物流コスト比率は5.70％（全業種平均）となった。前年度からの増加幅は0.32ポイントである。
・近年、物流事業者からの値上げ要請などを理由に売上高物流コスト比率が上昇傾向となっていたが、
2020年度調査においては前年度から0.47ポイント上昇し、5.38％と14年ぶりの5％を記録した。さらに、
2021年度調査においても上昇が続き、過去20年間の調査において最も高い売上高物流コスト比率と
なった。



◆物流機能別売上高物流コスト比率の推移

・物流機能別の売上高コスト比率の中では輸送が大きなシェアを占めている。
・2021年度調査では、売上高輸送コスト比率は3.10％、物流コスト全体(5.70％)の過半の54.35%。
・輸送コスト比率は長期的には減少傾向が続いていたが、17年度以降は5年連続で増加。
・2019年度から2021年度にかけては、輸送費・保管費・荷役費の増加が顕著である。



◆売上高物流コスト比率（業種別）



荷主が輸配送で改善できること

23
59

輸送量(台数･時間･数量等）
の削減 ×

⑥取引条件･物流条件 ✓ノー検品
✓大ロット化
✓配送時間や頻度等サービス見直し

⑤物流ネットワーク
･物流システム

✓物流拠点の集約化

✓ミルクラン
✓調達と配送の統合

③輸送方法･ルート ✓モーダルシフト
✓輸配送経路見直し

②積載方法・積付け等
✓輸送容器の見直し
✓車両サイズの見直し
✓積み付け方法の改善

④製品規格や包装 ✓製品規格の見直し（小型化・モジュール化）
✓包装・梱包見直し

【取組例】

輸送コストの削減

①輸送単価の削減
✓入札・委託先の集約化等
✓ゲインシェア等価格体系見直し
✓アウトソーシング

(A)委託単価削減

(B)ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ改善

(C)物流ﾈｯﾄﾜｰｸ・
ｼｽﾃﾑ見直し

(D)物流条件改善

✓共同輸配送



I. 公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会の
ご紹介

II. ロジスティクスと物流

III. ロジスティクスの役割

IV. ロジスティクス担当者、物流担当者に求められる
能力

V. 最後に

参考：領域区分



お問い合わせ：
公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会
事務局長 須山 泰木
e-mail:suyama@logistics.or.jp



「持続可能な加工食品物流」への取り組み

荷主とトラック事業者の共創セミナー（大分）
２０２２年１２月５日（月）

味の素株式会社

食品事業本部 物流企画部

堀尾 仁

資料６

-
四角形



１．会社紹介

２．加工食品物流を取り巻く状況 ３つの“危機”

３．持続可能な加工食品物流を目指して

～わたしたちの活動の振り返りとこれから～

４．当社内における取組、部内運営

本日、お話しすること



１. 会社紹介
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１. 会社紹介
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■氏 名 堀尾 仁（ほりお じん）

■社 歴 1985年4月入社

・人事労務系業務 計11年
・医薬事業 9年間
・調味料需給管理 4年間
・経営企画 4年間 を経て

2014年 物流企画部長
2019年 上席理事 物流企画部長

および Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社 非常勤取締役
（現在に至る）

2014年から加工食品メーカー6社が連携して進めている「Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト」
に参画。製配販課題解決を目指すメーカー8社による「ＳＢＭ会議」の立ち上げ
とその後の運営にも携わり、持続可能な加工食品物流プラットフォームの構築を
推進している。

自己紹介

5



物流をとりまく危機的環境＋嫌われる加工食品物流＋２０２４年問題

ドライバー不足（物流従事者不足）
・2027年には需要の27%が不足
（全産業比で賃金が2割安く、労働時間が2割長い）
・ＥＣ等で荷物量は伸長

嫌われる加工食品物流

①納品先での長時間待機（全産業中ワースト1）
例）30分で済む下ろし時間に7時間待ち！

②ドライバーの運転以外の作業が多い（附帯作業）
例）積み/下し、積替、フォークリフト運転

③厳しく、複雑な日付管理・納品期限管理
例）ロット逆転防止のための多頻度検品

④短いリードタイム（受注翌日配送、夜間作業）

⑤非効率で、非合理的な悪しき商慣行
例）納品場所での棚入れ、ドライバー作業を
見込んだ納品先合理化

⑥小ロット多品種多頻度納品

～潤沢に人がいた時代はできていたが・・・・

ＳＤＧＳ、環境問題（ＣＯ２）

災害の激甚化・多頻度化
・大雨洪水、台風、大雪、地震

行政の監督強化・法令順守の厳格化

働き方改革 ⇒2024年問題

コロナ＝新しい生活様式
・非接触、非対面など

運べなくなる危機！

１

２

３

２.加工食品物流を取り巻く状況 ３つの“危機”
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１つめの“危機”＝人が減る
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「働き方改革関連法」の自動車運転業務への適用

２０２４年度からトラックドライバーの時間外労働の上限が 年間９６０時間（月間８０時間）に！

（今までは、月間１００時間上限⇒▲２０時間の影響）⇒超過すると罰則規定

（いろいろな前提を置いて試算すると）

ポイント① １日の拘束時間が１１時間３０分を超えない！

ポイント② 納品先までの距離が１５０ｋｍを超えない！

＜ルールの内容は？＞

＜結局どうなるのか＞

実はこれは特別扱い

他職種は720時間上限
いずれはドライバーも！

■心配事
・いつも待機時間でだいたい１時間、 荷下ろしに2時間かかっている
・札幌～帯広で１８１ｋｍ、福岡～大分で１７４ｋｍ・・・・

今、一番怖いのは、2024年度末（2025年3月）に、ドライバーがみんな
上限オーバーしていて車はあるのに、商品を配送することができなくなること

２つめの“危機”＝働く時間が減る

8



①納品先での長時間待機（全産業中ワースト1）
例）30分で済む下ろし時間に7時間待ち！

②ドライバーの運転以外の作業が多い（附帯作業）
例）積み/下し、積み替え、仕分け、フォークリフト運転

③厳しく、複雑な日付管理・納品期限（鮮度）管理
例）ロット逆転防止のための多頻度検品

「１/３ルール、１/２ルール」

④短いリードタイム（受注翌日納品、夜間作業前提フロー）

⑤非効率で、非合理的な悪しき商慣行
例）納品場所での棚入れ、ドライバー作業を見込んだ納品先合理化

⑥小ロット多品種多頻度納品

３つめの“危機”＝加工食品物流は嫌われている

潤沢に人がいた時代はできていたが・・・・・・・
9



３つの“危機”をまとめると・・・・

1つめの危機＋2つめの危機＋３つめの危機で、

これまで１００人でやってきた仕事を

これからは５０人でやれるように
業務を組み立て直さなければならない

10
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「持続可能な加工食品物流を構築」するために＝製品をお客様に確実にお届けするために

「配送業者に選ばれる荷主に」

「食品物流を選ばれる職種に」

商慣習の見直し含め
「日本の物流を進化」
させなければならない

味の素㈱内の物流改革

水平連携（＝メーカー連携）
・Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト、ＳＢＭ会議
・Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社設立

垂直連携（＝製・配・販）
・日食協、各小売団体との連携

斜め連携（＝行政当局、業界団体）
・国土交通省 ： 総合物流施策大綱

（国の物流中期計画に参画）

・経済産業省 ： フィジカルインターネット実現会議
（業態別分科会に参画）

・農林水産省 ： 日食協他と一緒に定期的意見交換

・国家プロジェクト ： 内閣府主導「SIP」
（SIP＝戦略的イノベーション創造プログラムの
スマート物流サービスに参画）

1社だけでは無理

メーカーだけでは無理

食品業界だけでは無理

最初は

次に

今では

物流費管理の高度化
モーダルシフト
高積載率維持

共同輸・配送
共同物流会社の設立

製配販課題解決に向け
た取り組み

標準化本格化

３.わたしたちの活動の振り返り（概要）



５年前

10年前 ブラックボックスの中の物流費

ＳＴＥＰ１ ： 物流費の見える化

物流費を、４つの構成要素（在庫移動、配送、保管料、荷役料）と
３つの要因（数量差、単価差、施策取組等）
のマトリクスで事業部別に管理し、
打ち手の効果検証と軌道修正（新たな打ち手）を月次で実施

味の素㈱内の物流改革 物流費管理の高度化
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今、取り組んでいること

ＳＴＥＰ２ ： 物流費管理のさらなる高度化

構成要素ごとにコスト実態に見合った価格算定式に組み直し
「改善施策」の効果が反映できる新しい料金体系導入を検討中（通称「Ｆタリフ」）

※コストアップにつながらない方法でなんとか導入できないか
今夏、食品事業本部内にプロジェクトを立ち上げて2023年度予算から
段階的に導入すべく検討中

⇒ 改善活動のモチベーションにつなげる
Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト各社への普及も視野に

「どんぶり勘定」
「ひと山いくら」
からの脱却

味の素㈱内の物流改革 物流費管理の高度化

例）荷役料
現行：１００円/個
◇時間かけて40個を手積み、手下ろししても４，０００円
◇パレットに載せてフォークリフトで下すと10分で完了
それでも４，０００円

⇒これを何とかしたい
国交省も標準タリフ（料金表）の導入を図っている

13



※容積率は、計算上の数値

５００ｋｍ以上の長距離輸送におけるトラック輸送が
占める割合は1割！この6年で6割減！

世の中平均４０％と言われる積載率を９０％前後で維持
かつトラック台数を減らしてきている

味の素㈱内の物流改革 モーダルシフトと積載率

14



水
平
連
携

斜
め
連
携

垂
直
連
携

水平連携 Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクトとＳＢＭ会議
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水平連携 Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト
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水平連携 Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト
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2016年
SBM(食品物流未来推進)会議設立

・F-LINE６社の活動を他メーカーと共有
・製配販物流課題の解決へ向けメーカーとして

協議する場

①賞味期限年月表示化推進
→取り組み状況情報交換（当社完了・他社一部出荷開始）

②外装表示標準化推進
→味の素社ガイドライン公開（各社対応開始）

③フォークリフト作業安全確保
→日食協への協力依頼

④附帯作業定義付け
→出荷から納品完了までの附帯作業定義実施

⑤リードタイム延長協議
→課題および解決へ向けた協議

総合物流施策大綱

■製･配･販３層＋物流事業者
＋行政(国交･経産･農水)＋業界団体
＋有識者＋コンサルティング

日食協物流問題
研究会

納品LT延長問題WT

製配販
連携協議会

ロジスティクス
最適化

加工食品小ＷＧ

スマート物流
構築推進検討会

当社が参加する各種物流課題協議会については個社ではなくＳＢＭ８社の意見として参加

水平連携の拡大 ＳＢＭ会議



19

■行政の動き（ホワイト物流、総合物流施策大綱、フィジカルインターネット実現ロードマップ）
を踏まえ、当社は目指すべき姿をあらためて設定し、取り組みを再整理し、組織目標化

大目標：持続可能な加工食品物流の構築
日雑業界含め日本全体へ

外装課題解決プロジェクト
2021年10月始動

〇納品伝票電子化

中目標：スマート物流＜データプラットフォーム構築＞

ドライバー不足の解消

〇外装表示の標準化

〇外装サイズ標準化

〇コード体系標準化

【担い手にやさしい物流】
～足元課題の解決～

【簡素で滑らかな物流】
～標準化推進～

○ ASN検品レス

○ 附帯作業撲滅・
安全対策

○ 長時間待機撲滅

○ 納品ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ延長

○ 納品期限の緩和
１/３⇒１/２ルールへ

○ 物流費マネジメントの高度化・デジタル化
・「ひと山いくら」からの脱却
「見える物流費」へ
・物流費タリフの抜本的改定へ
⇒改善結果が反映される料金体系へ

○ 安定した物流オペレーション
・ＢＣＰ対応と当社製品の確実で高品質
な配送実現

【強くてしなやかな物流】
～止めない物流～

GS1標準コード導入

味の素社策定
「外装表示ガイド
ライン」の普及浸透

伝票エコシステム構築

現在取り組み中のテーマまとめ一覧

さらなる物流の効率化



参考 ： 「データプラットフォーム」のイメージ
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【担い手にやさしい物流】
～足元課題の解決～

○ ASN検品レス

○ 附帯作業撲滅・
安全対策

○ 長時間待機撲滅

○ 納品ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ延長

○ 納品期限の緩和
１/３⇒１/２ルールへ

担い手にやさしい物流～足元課題の解決～

21

・2019年2月に活動開始、現在物量ベースで約７０％が「Ｎ＋２」
・１００％「Ｎ＋２」を目指し

2020年秋より「製（メーカー）ー配（卸売業）」間での検討本格化
受注締め時間の後ろ倒しとセットで議論。実証実験進行中。
・2022年より「製ー配ー販（小売業）」三層による議論スタート
⇒後述 ＦＳＰ会議

・これまでも、酷い納品先には個別に改善要請・検討を実施
・「2024年問題待ったなし！」の中で、2023年度より、要検討先を
明確にして、レベルアップした活動を一斉に開始。
現在、詳細の詰め検討の最中

・九州エリアにて車建て検品レス等の可能性検討中

（活動内容については後述）
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外装課題解決プロジェクト
2021年10月始動

〇納品伝票電子化

〇外装表示の標準化

〇外装サイズ標準化

〇コード体系標準化

【簡素で滑らかな物流】
～標準化推進～

GS1標準コード導入

味の素社策定
「外装表示ガイド
ライン」の普及浸透

伝票エコシステム構築

簡素で滑らかな物流～標準化推進～

・まず、「紙・手・鉛筆」を無くすために伝票電子化
・次に、同じ狙いでそれぞれシステム導入した各納品先での「個別最適乱立」を
避けるべく、汎用性の高い「納品伝票電子化エコシステム」構築を目指して検討中。
（TSUNAGUTE社、WingArc１ｓｔ社ほか）
※「加工食品分野における標準化アクションプランフォローアップ会議」
（国交省主催）と連動して推進中。

⇒他領域システム（予約受付システムなど）へも拡げていきたい

このガイドラインをもとに各社ごとに検討開始
＜当社事例＞2021年10月に外装課題解決プロジェクト始動（次頁参照）

・「間違えない」「探させない」味の素ガイドライン策定、公開

外装サイズ標準化協議会発足 2020年7月30日
商品段ボール箱の標準化による積載率、輸送効率、保管効率の向上等に繋げていく
(製造）味の素、キユーピー (卸売）日本加工食品卸協会 (小売）ＣＧＣ、セブン＆アイHD
(物流）Ｆ－ＬＩＮＥ、キューソー (関連) 日本包装技術協会、日通総研、流通経済大
(行政） 国土交通省、経済産業省、農林水産省
⇒2021年4月「加工食品分野における外装サイズ標準化ガイドライン」制定
（日本包装技術協会ホームページに掲載）

〈改定後〉〈改定前〉

《ガイドライン概要》
商品右上に物流情報を集約化する事
物流コードは黒地に白抜き表示

外装表示ルール策定を検討している企業様と
共有化してくことで加工食品外装を標準化してい
きたい



【社内】外装課題解決プロジェクト（2021年10月立ち上げ）
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食品事業本部長

事務局 物流企画部・食品統括部

ＤＦＬテーマ取り組み
（Design Ｆｏｒ Ｌｏｇｉｓｔｉｃｓ）

ＧＳ１コード取り組み

対象品目 取組項目 メリット

・外装サイズ種類の ・パレット積載率向上

段ボール箱 集約化、平面積載 ・輸送効率向上

一斗缶 率90%以上の達成 ・荷役作業効率化

・貨物高さ制限追求 ・保管スペース有効活用

・箱重量上限設定 ・共同配送促進

オトール ・荷崩れ対象削減 ・破損数削減

PPバンド ・物流倉庫自動化 ・自動化⇒省人化

シュリンク 不適合及び荷扱い ・CO2及び廃棄物削減

天面ミシン目 難外装の削減 ・女性、高齢者対応

・プラごみ削減 （働き方改革）

対象品目 取組項目 メリット

ＧＳ１Ｊａｐａｎガイドライン ・賞味期限データに伴う

全製品 に準拠した「ＧＳ１ＱＲ」 発着荷主検品作業効率化

コードの外装印字 ・データプラットフォームの

構築による製配販データ

連携の実現

関連各事業部、研究所包材開発部門、生産部門、情報システム部門、物流企画部

包装設計のプロセスや商品改訂等の時に必ずＤＦＬ観点が検討される仕
組みづくりや社内ドキュメント（包材設計ガイドライン）などの整備
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持続可能な加工食品物流構築実現にむけたステップ

ステップを上げていくことが必要

実現に向けたステップ



総合物流施策大綱
（2021年度～2025年度）

経済産業省

強
固
な
連
携

国土交通省農林水産省

フィジカルインターネット実現
アクションプラン
（2022～2030年）

加工食品会社の連合による物流諸課題解決プロジェクト

ＳＢＭ会議 ・ Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト（第Ⅱ期）

製配販連携協議会 日本加工食品卸協会

日本スーパーマーケット協会
全国スーパーマーケット協会
オール日本スーパーマーケット協会
日本小売業協会

国
の
動
向

メ
ｌ
カ
ｌ

各事業団体、官公庁との課題解決プロジェクトの推進

検討メンバーとして参画中

業
界
団
体

物流の将来像:フィジカルインターネット実
現に向けて作成したロードマップ

日本の物流施策の道標となる
物流の目指す方向を示すもの

ＦＳＰ（フードサプライチェーンサステナビリティプロジェクト）
納品ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ延長 、納品期限の緩和

ホワイト物流
推進運動

25

現在の活動全体図（連携図）

次頁以降
参照
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ＦＳＰ（フードサプライチェーンサステナビリティプロジェクト）

製（製造業）
食品物流未来推進会議（SBM）
味の素、カゴメ、キッコーマン食品、キユーピー、日清オイリオ、日清製粉ウェルナ、ハウス、ミツカン

配（卸売業）
• 一般社団法人 日本加工食品卸協会（NSK）

販（小売業）
• 一般社団法人 日本スーパーマーケット協会（JSA）
• 一般社団法人 全国スーパーマーケット協会（NSAJ）
• オール日本スーパーマーケット協会（AJS）

製・配・販 3層の新たな取り組み
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「持続可能な加工食品物流」の構築を進める上で、製配販各層が取り組むべき施策

【配（卸売業）】
〇メーカー発注の原則EDI化、緊急対応等、負荷業務の抑制
〇リードタイム延長に伴う需要予測精度向上に努める
〇リードタイム延長による一定の在庫増加リスクへの柔軟な対応

【販（小売業）】
〇小売⇒卸間での定番発注締時間の前倒し
〇特売、新商品の適正リードタイム日数確保と計画数量化・追加の抑制
〇賞味期間180日以上の商品について、納入期限を賞味期間2分の１残しへの統一化

【製（製造業：メーカー）】
〇リードタイム延長を前提とした受注締め時間の後倒しの取組み（第1ステップ：13時受注）
〇リードタイム延長実施と合わせた、柔軟な緊急対応の許容

2022年9月29日にフードディストリビューションにて
パネルディスカッション実施

当日利用資料は、日本加工食品卸協会HPに掲載あります！

ＦＳＰで取り組んでいる課題

2022年9月29日
農水大臣メッセージ：

食品製造流通事業者の
皆様へ「期限内食品はす
べて消費者へ」でも公示



【参考】農林水産大臣メッセージ（2022年9月29日）

kigyo_fb_ikenkoukan-5.pdf (maff.go.jp)

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/attach/pdf/kigyo_fb_ikenkoukan-5.pdf


ミッション：持続可能な加工食品物流の構築

ビジョン ：働きやすい物流環境・スマート物流の構築
「簡素で滑らかな物流」「担い手にやさしい物流」
「強くてしなやかな物流」実現（総合物流施策大綱から引用）

【顧 客】
生活者・お取引先様・物流従事者

日本のＳＣＭ全体へ貢献する
企業価値の向上
ＡＳＶの実現

当社による
物流環境改善

他社・他業種に波及

【提供価値】

・確実に運ぶ

・確実に届ける

・労働環境改善

物流企画部 組織・マネジメントポリシー

物流企画部 42名

スタッフＧ 9名
・部内総括
・各種プロジェクト窓口
・業界標準化対応

物流基盤Ｇ 15名
・国内食品 物流費、
ネットワーク管理
・ＡＥＯ、貿易管理
・物流品質、環境（廃棄）

物流Ｇ 17名
・国内食品 受注管理
・イオンＲＤＣ寄託在庫管理

ＡＳＶとは、

Ajinomoto Group
Shared
Value の略

創業以来私たちが掲げている
「事業を通じて社会課題を解決
し、社会と価値を共創する」
という理念

29

４．当社内における取組、部内運営
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■トレードオフをトレードオンにするチャレンジ
持続可能な加工食品物流の構築において、下記取り組みに加え、様々な物流効率化を推進する
ことで、新たな価値が創出され、これらがサステナビリティ活動の推進を実現することとなる。

項目 　重点取り組み

栄養改善の お客様に商品をお届けすること

取り組み 持続可能な加工食品物流の構築

ＣＯ２削減 モーダルシフト率90％超への挑戦

中距離モーダルシフト可能性追求

積載率向上の取り組み

共同配送エリアの拡大

プラスチック 伝票電子化実装拡大とエコシステム構築

廃棄物削減 ペーパーレスＦＡＸ

外装課題解決プロジェクト推進

フードロス削減 納品期限の緩和の一律実施

　（製配販連携協議会、ＦＳＰでの活動）

働き甲斐 ＡＳＶの実践

ビジョン達成に向けた部内取り組みの再構築と

業界全体視点からの価値連鎖の理解と貢献

SDGｓ１７のゴール

ＳＤＧｓとの結びつけ
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国の施策との結びつけ
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物流企画部の取り組み
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参考資料：物流企画部教育体系

年次  （目安） スキル評価 成果評価 キャリア

研修区分

①日本生産性本部通信教育

「ロジスティックス管理2級コース」

②JAVADAロジスティクス管理2級試験

JILS「物流技術管理士資格認定講座」

基幹職・一般職・シニア

法務コンプライアンス系

社内学習（栄養知識・人

権等）系

基幹職・一般職・シニア

同５年目以降

入門 基礎 上級

ＤＸ中級

※業務内容により選択

グロービス学び放題（基礎コースは「ＤＸ初級」で必須）

人事部（自己啓発支援・スキルアップ研修・キャリア研修など）

AJI－learning必須（事務局にて受講チェック）

転入者研修

チームサイト掲載の動画

役職

DXスキル

ロジスティックススキル

担当業務スキル

①日本生産性本部通信教育

「ロジスティックス管理３級コース」

②JAVADAロジスティクス管理３級試験
基幹職・一般職・シニア

※業務内容により選択

基幹職

一般職・シニア

ＤＸ初級

※各業務内容に応じて研修参加・資格取得

ＤＸ初級

ＤＸ中級

※業務内容により選択

ＤＸ上級

※業務内容により選択

物企部１年目 同２～４年目

物流関連・社内資格 基幹職・一般職・シニア

ビジネススキル

共通スキル

（基本業務の習得）

その他研修・部内勉強会 基幹職・一般職・シニア
物流・ロジスティックス関連外部セミナー（オンライン含む）情報をスタッフより案内

受講希望者は上司の判断で適宜受講可

上司と相談の上、受講・資格取得

研

修

・

教

育

ツ

❘

ル

キ

ャ

リ

ア

デ

ザ

イ

ン

・

Ｏ

Ｊ

Ｔ

個

人

目

標

マ

ル

チ

ス

キ

ル

チ

ェ

ッ

ク

シ

❘

ト

・

ス

キ

ル

マ

ッ

プ



目標は、「持続可能な加工食品物流構築を目指す」

鍵は、タテ・ヨコ・ナナメ連携
（垂直・水平・斜め）

業界

社内

部内

■同業他社、異業種他社
■サプライチェーン全体（メーカー、卸、小売り）
■行政当局、業界団体

□経営ＴＯＰ層の理解と後押し
□事業部門、営業部門との共有、共感
□コーポレート部門の理解（社内外広報、人事、経企、財務、生産戦略など）

□実務で起こっている課題をいかに上長につなげるか、上長はそれをいかに
□仕事の背景・基盤が異なっている者（荷主、出資者、業界）同士の共通軸の模索
□結果、全部の仕事がつながっている⇒縦横斜め“縦横無尽”なコミュニケーションライン

ま と め



Thank you.
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